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「安全で、安心な住みよいまち」であるために 

 

 公共施設等は、市民生活に必要なサービスの提供の場や、交流・学習の場となるなど、多くの

市民の皆さまが利用する拠点であるとともに、道路や上下水道など、市民生活の基盤も担ってお

り、市民全体の貴重な財産です。 

尾張旭市は、昭和 45年の市制施行後 50年の節目を迎えたところであり、便利で住みよいまち

を目指して、これまで多くの公共建築物や利便性の高いインフラ施設を順次整備し、発展してき

ました。 

しかしながら、本市の公共施設等の中には、建築後 40年を経過した公共建築物など、老朽化が

進行している状態にあるものもあります。そのため、市民の皆さまに、公共施設等を安全に、安

心して御利用いただくためには、適切に管理を行っていく必要があるとの認識のもと、今後の人

口減少や少子高齢化の進行などによる社会構造や市民ニーズの変化、財政状況などを見据え、平

成 29年３月に、本市が保有する公共施設等を対象に、総合的かつ計画的な管理を推進していくた

めの基本方針として「尾張旭市公共施設等総合管理計画」を策定しました。そして、施設ごとの

より具体的な計画として個別施設計画の策定を進めるとともに、文化会館や小中学校の長寿命化

改修工事を行うなど、公共施設等マネジメントの取組を進めてまいりました。 

 このたび、本計画の策定から５年が経過したことに伴い、個別施設計画による施設の長寿命化

の効果を踏まえ、これまでの取組を振り返るとともに、長寿命化を基本方針とする観点で本計画

の見直しを実施しました。 

先人から引き継いだ大切な資産である公共施設等をしっかりと活用していくとともに、本市が、

いつまでも安全に、安心して過ごせる住みよいまちであるために、本計画に基づき取組を進めて

まいりますので、引き続き御理解と御協力をいただきますようお願いいたします。 

 

令和４年３月 

 

      尾張旭市長 森   和 実 
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第１章 はじめに 

１－１ 目的 

近年、社会構造や市民ニーズは、人口減少や少子高齢化の進行などによって大きく変化し

ています。加えて、高度経済成長期に整備された公共建築物やインフラ施設（道路、橋梁、

上水道、下水道等）は、老朽化に伴う改修や建替え等の更新という大きな変革時期を迎えよ

うとしています。 

こうした公共施設等に係る課題は、全国の多くの地方公共団体に共通したものとなって

います。そのような状況の中、公共施設等の総合的かつ計画的な管理を推進するため、平成

26 年（2014 年）４月に、総務省から全国の地方公共団体に対して、「公共施設等総合管理

計画」策定の要請がありました。 

これにより本市では、平成 29年３月に、公共建築物のほか、道路、橋梁、上水道、下水

道等のインフラ施設の全ての「公共施設等」を対象として、中長期的な視点で財政負担の軽

減・平準化を図るとともに、公共施設等の適正配置を目指していくための基本的な考え方や

方向性を示す「尾張旭市公共施設等総合管理計画」（以下「本計画」という。）を策定しま

した。本計画は、図１-１で示すように、国が平成 25 年（2013 年）11 月に策定した「イン

フラ長寿命化基本計画」における地方公共団体の「行動計画」に位置付けされるものです。 

また、令和３年３月には、公共建築物の具体的な方向性を示す個別施設計画を策定し、公

共施設等マネジメントの取組を進めてきました。 

本計画は、社会情勢の変化などを踏まえて５年を目安に見直すこととしていることや、総

務省より「公共施設等総合管理計画の策定に当たっての指針の改訂（平成 30年２月 27日）」

「令和３年度までの公共施設等総合管理計画の見直しに当たっての留意事項（令和３年１月

26日）」が示されるなど、公共施設等総合管理計画を充実させていくことや、令和３年度中

の見直しが求められていることから、本計画を改訂することとしました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１-１ インフラ長寿命化計画の体系 

 

 

「インフラ長寿命化基本計画」【国】 

公共施設等総合管理計画 

【国】        行動計画 

 

道路 河川 学校 道路 河川 学校 

個別施設計画  

Sise】 

個別施設計画  

Sise】 

【地方】         行動計画 

 

各省庁が策定 
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１－２ 計画の位置付け 

本計画は、図１-２で示すように「尾張旭市第五次総合計画」を上位計画として位置付け、

「尾張旭市都市計画マスタープラン」や他の関連計画等は、本計画と整合を図っていきます。 

また、既に策定されている「小中学校大規模改造等整備方針」、「尾張旭市橋梁長寿命化

修繕計画」、「幹線道路補修計画」といった公共建築物やインフラ施設に係る個別施設計画

についても、改訂時には、本計画に整合するよう見直しを図るとともに、今後、新たに個別

計画を策定するときは、本計画に基づいて行っていくこととなります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１-２ 計画の位置付け 

 

 

  

・公営住宅等長寿命化計画 

・小中学校大規模改造等整備方針 

・小中学校プール施設維持保全・管理方針 

・市役所庁舎個別施設計画 

・消防庁舎整備基本方針 

など 

・幹線水道管耐震化基本計画 

・尾張旭市橋梁長寿命化修繕計画 

・幹線道路補修計画 

・ため池保全計画 

・水道施設長寿命化計画 

など 

第五次総合計画 

都市計画 

マスタープラン 

     など 
整合 

公共施設等総合管理計画 

 

 

 

公共施設等マネジメントの推進 

インフラ施設の個別計画 公共建築物の個別計画 
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１－３ 対象施設 

本計画における対象施設は、図１-３で示すように、本市の公有財産のうち、土地などを

除いた公共施設等(公共建築物、インフラ施設)に関するものとします。 

なお、公共建築物には、旧名古屋市立保育短期大学などの現在利用されていない施設を含

みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

※改訂に当たり、個別施設計画での位置付けを踏まえ、従前は公共建築物に含めていた上水道建築物などのインフラ系建築物は、イン

フラ施設に含めています。 

図１-３ 対象施設

公共施設等 

 

インフラ施設 
公有財産 

公共建築物 

道路、橋梁 

上水道（管路）、上水道建築物 

下水道（管路）、下水道建築物 

公園・広場等（公園建築物含む） 

河川、農業用施設 

行政系施設、消防防災施設 

保健・福祉施設 

文化・社会教育施設 

スポーツ・レジャー系施設 

学校教育系施設 

子育て支援施設 

集会施設、市営住宅 

その他施設 

（現在、利用されていない施設など） 

土地など 

 

本計画における対象施設 
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第２章 公共施設等の現況及び将来の見通し 

２－１ 公共施設等の現況 

１  施設の概況及び建築（整備）年度別の状況  

（１）公共建築物 

ア 施設の概況 

本市にある公共建築物（ハコモノ施設）は、表２-１に示すように 194施設あり、棟数は

396棟、延床面積は 188,254㎡です。 

これらの公共建築物を、施設の用途に応じて大分類と小分類に区分して整理し、用途分類

ごとの施設数、棟数、延床面積を集計したものを表２-１に示します。この用途分類は、一

般財団法人地域総合整備財団（ふるさと財団）が作成した公共施設等更新費用試算ソフトで

用いている分類をもとに、集会所のような使用が中心である老人いこいの家、貸し館施設、

公民館を集会施設として分類するなど、「尾張旭市ファシリティマネジメント導入基本方針」

で定めた分類方法に一部合わせています。なお、上水道建築物などのインフラ系建築物は公

共建築物には含めず、インフラ施設に含めています。 

表２-１ 公共建築物総括表（その１） 

用途分類 
施設名称 施設数 棟数 延床面積 

   

大分類 小分類  構成比 

行政系施設 

庁舎等 市役所 1 施設 12 棟 10,954 ㎡ 

11,388 ㎡ 

5.8% 

6.0% その他行政系 

施設 

環境事業センター ※1、 

リサイクルひろばクルクル ※1、 

土木機材倉庫（上の山） 

3 施設 3 棟 434 ㎡ 0.2% 

消防防災施設 

消防署 消防本部・消防署 1 施設 6 棟 2,423 ㎡ 

3,304 ㎡ 

1.3% 

1.8% 消防団 第一～第六分団車庫 6 施設 6 棟 427 ㎡ 0.2% 

防災倉庫 防災倉庫（東部、西部、南部） 3 施設 3 棟 453 ㎡ 0.2% 

保健・福祉施設 
保健施設 保健福祉センター 1 施設 1 棟 4,239 ㎡ 

4,527 ㎡ 
2.3% 

2.4% 
児童福祉施設 ピンポンパン教室 1 施設 4 棟 289 ㎡ 0.2% 

文化・ 

社会教育施設 

図書館 図書館 1 施設 2 棟 1,393 ㎡ 

7,627 ㎡ 

0.7% 

4.1% 
文化施設 文化会館 1 施設 1 棟 5,858 ㎡ 3.1% 

歴史文化施設 
どうだん亭、狩宿郷倉、 

復元古民家 
3 施設 4 棟 376 ㎡ 0.2% 

スポーツ・ 

レジャー系施設 

スポーツ施設 

総合体育館、弓道場、 

城山公園スポーツ施設、 

市民プール、旭ケ丘運動広場、 

晴丘運動広場、南グランド、 

中学校スポーツ開放施設（旭・

東・西） 

10 施設 15 棟 4,852 ㎡ 

7,437 ㎡ 

2.6% 

4.0% 

観光レジャー 

施設 
旭城、尾張あさひ苑 2 施設 6 棟 2,585 ㎡ 1.4% 

 
 
 
 
 

「第２章 公共施設等の現況及び将来の見通し」の数値データについては、令和３年（2021 年）４月１日時点を基準に取りまと

めています。 

※次頁へ続く 
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表２-１ 公共建築物総括表（その２） 

用途分類 
施設名称 施設数 棟数 延床面積 

   

大分類 小分類  構成比 

学校教育系 

施設 

小学校 小学校（9 校） 9 施設 70 棟 51,524 ㎡ 

84,172 ㎡ 

27.4% 

44.7% 
中学校 中学校（3 校） 3 施設 38 棟 27,352 ㎡ 14.5% 

その他教育 

施設 
学校給食センター 1 施設 6 棟 5,296 ㎡ 2.8％ 

子育て支援 

施設 

保育園 保育園（12 園） 12 施設 19 棟 9,367 ㎡ 

13,107 ㎡ 

5.0% 

7.0% 幼児・児童 

施設 

児童館（9 館） 

児童クラブ（2 クラブ） 
11 施設 11 棟 3,740 ㎡ 2.0% 

集会施設 

コミュニティ 

拠点施設 

東部市民センター 

渋川福祉センター 

新池交流館・ふらっと 

スカイワードあさひ 

4 施設 7 棟 12,880 ㎡ 

32,567 ㎡ 

6.8% 

17.3% 

公民館 
中央公民館、 

地区公民館（8 館）、宮浦会館 
10 施設 12 棟 9,706 ㎡ 5.2% 

ふれあい 

会館 
ふれあい会館（7 館） 7 施設 7 棟 1,661 ㎡ 0.9% 

老人 

いこいの家 
老人いこいの家（13 施設） 13 施設 13 棟 2,004 ㎡ 1.1% 

地域 

集会所 
地域集会所（70 施設） 70 施設 70 棟 5,202 ㎡ 2.8% 

その他 

コミュニティ

施設 

多世代交流館いきいき 

山の手交流館いきいき 

城山コミュニティセンター 

3 施設 3 棟 1,114 ㎡ 0.6% 

市営住宅 市営住宅 
柏井住宅、旭ヶ丘住宅 

愛宕住宅 
3 施設 18 棟 5,102 ㎡ 5,102 ㎡ 2.7% 2.7% 

その他施設 その他施設 

地域消防防災施設ほんまる ※2 

旭平和墓園、城山ふれあい農園 

駅前広場トイレ 

（尾張旭・印場・旭前） 

市営バスロータリー待合室 

北原山南集会所代替倉庫 

狩宿集会所代替倉庫 

北山集会施設、旭前倉庫 

旧名古屋市立保育短期大学 

 ほか 3 施設 

15 施設 59 棟 19,022 ㎡ 19,022 ㎡ 10.1% 10.1% 

合計 194 施設 396 棟 188,254 ㎡ 188,254 ㎡ 100% 100% 

 

・延床面積と構成比は、小数点以下の端数処理により、合計値と一致しない場合があります。 

・スポーツ施設は、管理棟やトイレ等の建築物がある施設を公共建築物の対象として含めています。 

・この表は令和３年（2021年）４月１日時点で作成した公共施設カルテを基に集計したものです。 

・社会教育施設である公民館は、本市の場合、集会施設として用途分類しています。 

※1 環境事業センター及びリサイクルひろばクルクルは、リース方式施設です。 

※2 地域消防防災施設ほんまるは、令和３年（2021年）４月１日時点では運用開始前のため暫定的にその他施設に分類していますが、

運用開始後の令和３年（2021年）６月１日からは消防防災施設に分類されることになります。 
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図２-１で示すように、用途分類別に見ると、施設数では集会施設が特に多く、全公共建

築物の５割を超える 107施設があります。集会施設は、コミュニティ拠点施設、公民館、ふ

れあい会館、老人いこいの家、地域集会所及びその他コミュニティ施設の６つの小分類に分

けられますが、その中で施設数の多い地域集会所（70 施設）は 100 ㎡未満の小規模な施設

が多いため、延床面積の構成比では 17.3%とそれほど大きい割合にはなっていません。 

一方、学校教育系施設は１校当たりの規模が大きく、小中学校合わせて 12校の学校と学

校給食センターの延床面積の合計は 84,172㎡であり、公共建築物全体の約 45％を占めてい

ます。 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・小数点以下の端数処理により、延床面積の構成比の合計値が 100％とならない場合があります。 

 

図２-１ 公共建築物の用途分類延床面積及び面積比率 

 

 

 

 

 

尾張旭市 
公共建築物 

【写真下の数値】 
上段：延床面積 
下段：施設数 

7,627㎡ 
5施設 

7,437㎡ 
12施設 

スポーツ･ 
レジャー系施設 

19,022㎡ 

15施設 

11,388㎡ 
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イ 建築年度別の状況 

建築年度別に公共建築物を見てみると、図２-２で示すように、建築基準法の耐震基準が

改正された昭和 56年度（1981年度）以前に建てられた建築物の延床面積が６割以上を占め

ています。 

旧耐震基準の建築物についても、耐震診断と耐震補強工事が進められており、現在利用さ

れている施設の大半は十分な耐震性能を有していますが、建築から長い年月が経過しており、

今後は老朽化に対応するための大規模改修や建替えが増加すると予想されます。 

 

 
 

 
 

図２-２ 公共建築物の建築年度別延床面積 
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（２） インフラ施設 

ア 施設の概況 

本市が所有するインフラ施設の総量は、表２-２で示すとおりです。 

表２-２ インフラ施設総括表 

施設種別 総量 

道路 1,497 路線 
総延長 338,211 m 

面積 2,160,668 ㎡ 

橋梁 全 76 橋 
総延長 1,238 m 

面積 8,301 m 

上水道 
管路 総延長 399,694 m 

上水道建築物（８施設） 延床面積 911 ㎡ 

下水道 

管路（汚水） 総延長 297,063 m 

管路（雨水） 総延長 116,250 m 

下水道建築物（２施設） 延床面積 19,923 ㎡ 

公園・広場等 
133 か所 面積 633,128 ㎡ 

公園建築物（52 施設） 延床面積 951 ㎡ 

河川 準用河川 総延長 2,850 m 

農業用施設 
農業用水路 

開水路 総延長 28,135 m 

管水路 総延長 18,889 m 

ため池 ７か所 面積 379,374 ㎡ 
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イ 整備年度別の状況 

道路 

市が管理する道路は、舗装修繕などによって部分的に更新しているため、路線ごとの経過年

数を表すことはできませんが、その多くが、整備後 20年以上経過しています。 

 

橋梁 

橋梁について架設年度別に見ると、図２-３に示すとおり、現時点では、減価償却資産の

耐用年数等に関する省令で定められた法定耐用年数である 60 年を超える橋梁はありません。

しかしながら、昭和 40年代に面積比で半分以上を架設しています。 

また、小規模な橋梁を中心に、架設年度不明の橋梁が 40橋（合計面積 1,055㎡）あります。 

 

図２-３ 架設年度別の橋梁面積 
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[建設年度]

橋梁の合計面積

法定耐用年数（60年）以内

【凡例】 橋梁構造 ：

建設年度不明橋梁

1,055 ㎡
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上水道（管路） 

上水道（管路）について布設年度別に見ると、図２-４で示すとおり、地方公営企業法施

行規則で定められた配水管の法定耐用年数である 40 年を経過した管路が、89,802ｍ（全体

の 22.5%）あります。 

図２-４ 布設年度別の上水道（管路）延長 

 

 

上水道建築物 

建築年別に見てみると、図２-５で示すように建築基準法の耐震基準が改正された昭和 56 年

度以前に建てられた建築物の延床面積が約 85%を占めています。 

旧耐震基準の建築物については、耐震診断の結果、施設の大半は耐震性能を有しています。

今後は、老朽化に対応するための改修工事などが予想されます。 

 

図２-５ 建築年度別の上水道建築物延床面積 
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139㎡ 15.3%
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下水道（汚水管） 

下水道（汚水管）について布設年度別に見ると、図２-６で示すとおり、昭和 63年度（1988

年度）まではコンクリート管が大半を占めていましたが、平成元年度（1989年度）から陶管

が多く使用されるようになり、更に平成 10年度（1998年度）からは塩化ビニル管が主流に

なっています。 

 

図２-６ 布設年度別の汚水管管路延長 

 

 

下水道（雨水管） 

下水道（雨水管）の管種は、全体の 93.7%をコンクリート管が占めています。また、図２

-７で示すように、総延長の６割以上にあたる 73,914ｍの雨水管が、布設年度不明となって

います。 

 

図２-７ 布設年度別の雨水管管路延長 

0 m

2,000 m

4,000 m

6,000 m

8,000 m

10,000 m

12,000 m

14,000 m

16,000 m

S
3
5

S
3
6

S
3
7

S
3
8

S
3
9

S
4
0

S
4
1

S
4
2

S
4
3

S
4
4

S
4
5

S
4
6

S
4
7

S
4
8

S
4
9

S
5
0

S
5
1

S
5
2

S
5
3

S
5
4

S
5
5

S
5
6

S
5
7

S
5
8

S
5
9

S
6
0

S
6
1

S
6
2

S
6
3

H
元

H
2

H
3

H
4

H
5

H
6

H
7

H
8

H
9

H
1
0

H
1
1

H
1
2

H
1
3

H
1
4

H
1
5

H
1
6

H
1
7

H
1
8

H
1
9

H
2
0

H
2
1

H
2
2

H
2
3

H
2
4

H
2
5

H
2
6

H
2
7

H
2
8

H
2
9

H
3
0

R
元

R
2

コンクリート管 陶管 塩化ビニル管 その他

[管路延長]

[布設年度]

汚水管管路の総延長

標準耐用年数（50年）以内

【凡例】 汚水管管種（材質）

297,063 m

0 m

4,000 m

8,000 m

12,000 m

16,000 m

20,000 m

不
明

S
3
6

S
3
7

S
3
8

S
3
9

S
4
0

S
4
1

S
4
2

S
4
3

S
4
4

S
4
5

S
4
6

S
4
7

S
4
8

S
4
9

S
5
0

S
5
1

S
5
2

S
5
3

S
5
4

S
5
5

S
5
6

S
5
7

S
5
8

S
5
9

S
6
0

S
6
1

S
6
2

S
6
3

H
元

H
2

H
3

H
4

H
5

H
6

H
7

H
8

H
9

H
1
0

H
1
1

H
1
2

H
1
3

H
1
4

H
1
5

H
1
6

H
1
7

H
1
8

H
1
9

H
2
0

H
2
1

H
2
2

H
2
3

H
2
4

H
2
5

H
2
6

H
2
7

H
2
8

H
2
9

H
3
0

R
元

R
2

コンクリート管 塩化ビニル管 その他

[管路延長]

[布設年度]

雨水管管路の総延長
標準耐用年数（50年）以内

【凡例】 雨水管管種（材質）

68,000 m

72,000 m

76,000 m

116,250 m

布設年度不明管路

73,914 m



第２章 公共施設等の現況及び将来の見通し 

 

12 

 

 

下水道建築物 

  下水道建築物である東部浄化センター及び西部浄化センターは、図２-８で示すとおり、全て

新耐震基準である昭和 57年以降に建てられています。 

 
図２-８ 建築年度別の下水道建築物延床面積 

 

 

公園・広場等（公園建築物を含む） 

公園及び広場等は、老朽化した遊具などの設備の更新が必要になりますが、公園自体には

耐用年数が無いことから、公園整備年度別状況の把握は対象外となります。 

公園建築物は、古い公園が多く、図２-９で示すとおり、新耐震基準前である昭和 56 年以

前の公園建築物が半数以上であり、老朽化が進んでいる建築物が多く存在します。 

図２-９ 建築年度別の公園建築物延床面積 
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河川 

本市で管理する準用河川は、郷倉川、二反田川、石原川の３河川です。そのうち、二反田

川の樋門整備から 40年以上経過しており、老朽化が進んでいます。 

 

農業用施設 

開水路については、稲葉・二反田地区において整備後 50 年近くが経過し、コンクリート

の耐用年数を迎えようとしています。 

管水路については、整備時期が不明なものもあ

ります。 

表２-３で示すように、ため池のうち、維摩池

は堤体の整備改修をしてから 47年が経過してい

ます。なお、平池の整備時期は不明です。 

 

 

 

 

 

 

  

表２-３ ため池の整備改修後経過年数 

名称 
整備改修後経過年数

（堤体） 

維摩池 47 年 

濁池  8 年 

長池  5 年 

大森池  2 年 

雨池  3 年 

新池 31 年 

平池 不明 
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２  過去に行った取組の実績  

  本計画の期間内に、計画に基づき行った主な取組は表２-４のとおりです。 

  なお、長寿命化対策は、原則１億円以上の公共建築物の改修工事としています。 

 

解体 
・旧市民会館（平成 30年度） 

・井田テニスコート及び井田第２テニスコート（平成 30年度） 

売却 
・旧第二学校給食共同調理場（平成 29年度） 

・環境事業センター（令和２年度） 

長寿命化対策 

・文化会館改修工事（平成 28～30年度） 

・旭丘小学校トイレ改修工事（平成 29、30年度） 

・白鳳小学校大規模改造工事（平成 29、30年度） 

・市役所北庁舎等空調設備改修工事（令和元年度） 

・旭中学校大規模改造工事（令和元、２年度） 

 
表２-４ 平成 29年度以降に行った主な取組の実績 

 

 

３  施設保有量の推移  

  平成 28年度から令和２年度の施設保有量（公共建築物）の推移は表２-５のとおりです。 

平成 30年度に西大道公会堂と旭前駅前広場トイレの新設を行っていますが、旧市民会館など

の施設の解体等を行ったことから、平成 28年度と比較すると施設保有量は減少しています。 

 

年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 令和２年度 

施設保有量

（㎡） 
193,432 192,753 189,545 189,570 189,112 

 ・各年度の４月１日時点の総延床面積を掲載しています。 

 ・施設の新設や解体等を行っていない場合も、延床面積の精査を行ったことにより施設保有量が変動している場合があります。 

表２-５ 施設保有量（公共建築物）の推移 
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４  有形固定資産減価償却率の推移  

  有形固定資産減価償却率①の推移は表２-６のとおりです。これは、公共建築物だけでなく、

道路や橋梁などのインフラ施設を含めた数値です。 

  愛知県内市町村の平均を下回っていますが、上昇傾向を示しています。公共建築物の約 45％

を占める学校教育系の施設等の老朽化が進んでいることや、原則施設の建替えを行わず、改修

等を行い使用していることが影響していると考えられます。 

 

年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 

有形固定資産 

減価償却率（％） 
57.0 58.3 58.4 59.5 

（参考） 

愛知県内市町村平均 
67.3 68.4 69.3 69.9 

  出典：愛知県 令和元年度財政状況資料集 

表２-６ 有形固定資産減価償却率の推移 

 

 

 

 

 

 

  

用語解説 

①有形固定資産減価償却率：有形固定資産のうち、土地以外の償却資産（建物や工作物等）の耐用年数に対して、その資産の取得時

点からどの程度経年しているかを表す指標。この比率が高いほど、使用期間が耐用年数に近い資産が多いことを示します。ただ

し、長寿命化工事による使用期間の延長などの効果が反映されないため、施設等の老朽度合いや危険度などを直接的に示すもので

はありません。 
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２－２ 総人口や年代別人口についての今後の見通し 

１  総人口の推移と将来推計  

本市の人口の推移と将来推計を、図２-10に示します。 

昭和 45年（1970年）に東春日井郡旭町が市制を施行して尾張旭市が誕生しましたが、当

時の人口は国勢調査で 33,634人でした。 

昭和 45年（1970年）から昭和 55年（1980年）にかけては、前回国勢調査比で２～３割

の増加率を示す急激な人口増加があり、その後も順調に人口が増加し続けています。 

令和２年（2020年）には総人口が 83,144人になり、昭和 45年（1970年）からの 50年間

で約 2.5倍になっています。 

現在、日本全体では人口減少の局面に入っています。尾張旭市人口ビジョンでも令和２年

（2020年）までは微増傾向が継続しますが、その後減少傾向に転じると推計しています。 

令和 42年（2060年）の推計人口はおよそ 66,300人で、令和２年（2020年）のピーク時

と比較して２割ほどの減少となります。 

 

 

  出典：国勢調査 昭和 45年（1970年）～令和２年（2020年） 

  出典：尾張旭市人口ビジョン 令和７年（2025年）～令和 42年（2060年） 

図２-10 人口の推移と将来推計 
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２  年齢 3 区分別人口の推移と将来推計  

本市の人口を年齢別に「15歳未満の年少人口」、「15歳以上 65歳未満の生産年齢人口」、

「65歳以上の老年人口」の３つに区分して、その推移と将来推計を図２-11で示します。 

昭和 45 年（1970 年）から昭和 55 年（1980 年）までは、年少人口が総人口の 28%前後、

老年人口が総人口の５%前後であり、子どもが多く高齢者が少ない人口構成になっていま

した。 

その後、少子高齢化が進行し、平成７年（1995 年）には総人口に対する老年人口の比率

（高齢化率）が 10%を超え、平成 17年（2005年）には老年人口が年少人口を上回りました。

令和２年（2020 年）の高齢化率は、全国平均の 28.6%を下回っていますが、26%にまで達し

ています。 

経済と社会の主要な活力となる生産年齢人口は、人数では平成 12年（2000年）、総人口

との比率では平成７年（1995年）にピークを迎えており、それ以降は減少しています。 

 

  ・小数点以下の端数処理により、年齢区分別人口の合計と総人口が一致しない場合があります。 

  出典：国勢調査 昭和 45年（1970年）～令和２年（2020年） 

  出典：尾張旭市人口ビジョン 令和７年（2025年）～令和 42年（2060年） 

図２-11 年齢３区分別人口の推移と将来推計 
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２－３ 中長期的な経費や充当可能な財源の見込み等 

本市の財政状況について、平成 23年度（2011年度）から令和２年度（2020年度）までの

普通会計②決算で歳入と歳出の推移を見るとともに、公共施設等の更新や維持管理にかかる

費用を試算します。 

１  歳入  

本市の歳入の推移を図２-12に示します。 

本市の歳入は、令和元年度（2019 年度）では前年度より減少しましたが、平成 24 年度

（2012 年度）以降は、おおむね増加傾向にあります。令和２年度（2020 年度）は、新型コ

ロナウイルス感染症への対応により、国・県支出金が大幅に増加したことに伴い、前年と比

べ、全体では 105.1億円増加しています。なお、新型コロナウイルス感染症対策に係る増加

分 94.6億円を除くと 10.5億円増加しています。 

令和２年度の新型コロナウイルス感染症対策に係る増加分を除き、歳入の半分程度を地

方税が占めていますが、譲与税・交付金及び国・県支出金が増加しており、相対的に地方税

の割合は低下しています。 

 

  ・小数点以下の端数処理により、各項目の合計と歳入総額が一致しない場合があります。 

  出典：平成 23～令和２年度（2011～2020年度）普通会計決算 

図２-12 歳入の推移 
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用語解説 

②普通会計：地方公共団体の会計のうち、公営事業会計（上水道、下水道、国民健康保険など）を除く会計。会計間の重複額等を

控除した純計額であり総務省の定める基準で各地方公共団体の会計を統一的に再構成したもの。 

本市では、一般会計、土地取得特別会計、旭平和墓園事業特別会計が普通会計の対象となります。 
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２  歳出  

本市の歳出の推移を図２-13に示します。 

本市の歳出は、歳入と同じく令和元年度（2019 年度）では前年度より減少しましたが、

平成 24年度（2012年度）以降は、おおむね増加傾向にあります。令和２年度は、新型コロ

ナウイルス感染症への対応により、主に補助費等が大幅に増加したことに伴い、前年と比べ、

全体では 104.5億円増加しています。 

内訳を性質別に見てみると、主に公共施設等の整備に充てられる投資的経費は、平均する

と 28.7億円になります。 

一方、児童・高齢者・障がい者・生活困窮者などに対する社会保障として支出されている

扶助費は、平成 23 年度（2011 年度）の 38.9 億円から増加傾向にあり、令和２年度（2020

年度）には 54.8億円と 10年間で 15.9億円増加しています。 

 

  ・小数点以下の端数処理により、各項目の合計と歳出総額が一致しない場合があります。 

  出典：平成 23～令和２年度（2011～2020年度）普通会計決算 

図２-13 歳出の推移 
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３  更新費用の試算  

今後、多くの公共施設等で老朽化が進行し、建替えや大規模改修が必要になると予想され

ます。建替えや大規模改修にかかる費用（更新費用）と時期を把握し、公共施設等の更新の

あり方を検討する必要があります。 

 

（１）標準耐用年数で更新した場合の経費の見込み 

更新費用の試算は、「公共施設等更新費用試算ソフト」の試算方法に準じて行います。た

だし、上水道（管路）及び上水道建築物は「尾張旭市水道施設長寿命化計画」の、下水道（汚

水管）及び下水道建築物は「下水道ストックマネジメント計画」の試算方法に準じます。「公

共施設等更新費用試算ソフト」は、平成 22年度（2010年度）に総務省が監修し、一般財団

法人自治総合センターが行った「公共施設及びインフラ資産の更新に係る費用を簡便に推計

する方法に関する調査研究」に基づき作成されたものです。 

なお、インフラ施設のうち、耐用年数に関する基準のない、公園・広場等（公園建築物を

除く）、河川、農業用施設については、試算の対象外となっています。 

 

ア 公共建築物 

公共建築物の更新費用は、次の仮定した条件に従い試算します。 

 

●公共建築物は、耐用年数を 60 年に設定し、建築後 60 年を経過すると建替えるものと

します。また、大規模改修は、建築後 30年で実施します。 

●設計及び施工は複数年度にわたり費用がかかるため、建替え期間を３年、大規模改修の

修繕期間を２年として、費用を分割します。 

●平成 28年度時点で既に建替え又は大規模改修の時期を迎えているものは、試算年度に

費用が集中しないように、平成 29年度以降 10年間で分散して行うものとします。 

●平成 28 年度時点で建築後 51 年以上経過しているものは、建替え時期が近いため、大

規模改修を行わないものとします。 

●環境事業センター及びリサイクルひろばクルクルはリース方式施設のため、試算の対

象外とします。 

●どうだん亭、狩宿郷倉及び復元古民家の３施設は歴史文化施設であり、通常の公共建築

物のように建替えるものではないため、試算の対象外とします。 

●その他に分類されている公共建築物のうち、現在利用されていない旧名古屋市立保育

短期大学、旧名古屋市立緑丘小・中学校、旧名古屋市立給食センター及び旧若松寮は、

試算の対象外とします。 

●表２-７で示すように、用途分類（大分類）ごと

に更新単価を設定し、延床面積を乗じて費用

を算出します。なお、この更新単価には、機

械・設備等の更新費用は含まれていません。 

 

以上の条件で試算すると、図 ２-14 で示すよ

うに、今後 40年間で 806.1億円、１年当たり 20.2

億円の更新費用が必要になると予測されます。 

表２-７ 公共建築物の更新単価 

用途分類（大分類）

行政系施設 25 万円/㎡ 40 万円/㎡

消防防災施設 25 万円/㎡ 40 万円/㎡

保健・福祉施設 20 万円/㎡ 36 万円/㎡

文化・社会教育施設 25 万円/㎡ 40 万円/㎡

スポーツ・レジャー系施設 20 万円/㎡ 36 万円/㎡

学校教育系施設 17 万円/㎡ 33 万円/㎡

子育て支援施設 17 万円/㎡ 33 万円/㎡

集会施設 25 万円/㎡ 40 万円/㎡

市営住宅 17 万円/㎡ 28 万円/㎡

その他 20 万円/㎡ 36 万円/㎡

大規模改修 建替え
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図２-14 公共建築物更新費用試算 

 

イ 道路 

道路の更新費用は、次の仮定した条件に従い試算します。 

 

●道路の更新は、舗装の打替えを行い、舗装の耐用年数は 15年と設定します。 

●15年間で全舗装の打替えを行うものとし、１年当たり全道路面積の 15分の１ずつ実施

します。 

●更新単価は一律 4,700円/㎡と設定し、道路面積を乗じて更新費用を算出します。 
 

以上の条件で試算すると、図２-15 で示すように、今後 40 年間で 270.8 億円、１年当た

り 6.8億円の更新費用が必要になると予測されます。 

図２-15 道路更新費用試算 
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ウ 橋梁 

橋梁の更新費用は、次の仮定した条件に従い試算します。 

 

●橋梁の耐用年数は 60年とし、架設後 60年を経た年度に更新します。 

●現在、構造が鋼橋であるものは鋼橋で更新し、それ以外の構造の場合は、元がプレスト

レストコンクリート③橋（PC橋）でないものを含め、PC橋として更新します。 

●架設年度が不明な橋梁は、昭和 25年度（1950年度）から平成 26年度（2014年度）の

65 年間で均等に架設されたものと仮定し、１年当たり架設年度不明分の橋梁面積を 65

分の１ずつ更新することとして試算します。 

●更新単価は表２-８で示すように、構造別に設定し、橋梁

面積を乗じて更新費用を算出します。 

 

以上の条件で試算すると、図 ２-16 で示すように、今後 40

年間で 30.6 億円、１年当たり 0.8 億円の更新費用が必要にな

ると予測されます。 

 

図２-16 橋梁更新費用試算 
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橋梁 更新費用試算

橋梁 橋梁（建設年度不明分）

1年当たり

40年間総額

0.8 億円

30.6 億円

用語解説 

③プレストレストコンクリート：あらかじめ圧縮応力「プレストレス（Prestress）」を与えることで、引張りに耐える範囲を大幅

に拡大し、コンクリートの最大の弱点（圧縮には強いが引張には弱い）を改善したコンクリート部材のことをプレストレストコ

ンクリート（略称 PC）という。 

表２-８ 橋梁更新単価 

構造

PC橋 425 千円/㎡

RC橋 425 千円/㎡

鋼橋 500 千円/㎡

その他 425 千円/㎡

更新単価
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エ 上水道（管路）及び上水道建築物 

上水道（管路）及び上水道建築物の更新費用は、「尾張旭市水道施設長寿命化計画」にお

ける、法定耐用年数で更新した場合の更新費用とします。その場合、図 ２-17 で示すよう

に、今後 40年間で 469.6億円、１年当たり 11.7億円の更新費用が必要になると予測されま

す。 

 

図２-17 上水道（管路）及び上水道建築物更新費用試算 
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オ 下水道（汚水管）及び下水道建築物 

下水道（汚水管）及び下水道建築物の更新費用は、「下水道ストックマネジメント計画」

における、標準耐用年数で改築した場合の更新費用とします。ただし、計画期間外の平成 29

年度から令和元年までの更新費用は実績とします。 

その場合、図２-18で示すように、今後 40年間で 634.7億円、１年当たり 15.9億円の更

新費用が必要になると予測されます。 

図２-18 下水道（汚水管）及び下水道建築物更新費用試算 
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カ 下水道（雨水管） 

下水道（雨水管）の更新費用は、次の仮定した条件に従い試算します。 

 

●下水道（雨水管）の耐用年数は 50年とし、布設後 50年を経た年度に更新します。 

●布設年度が不明な管路は、昭和 25年度（1950年度）から平成 26年度（2014年度）の

65年間で均等に布設されたものと仮定し、布設年度不明分の管路延長を 65分の１ずつ

毎年更新することとして試算します。 

●更新単価は、一律 124千円/ｍと設定し、管路延長を乗じて更新費用を算出します。 

 

以上の条件で試算すると、図２-19で示すように、今後 40年間で 105.5億円、１年当たり 2.6

億円の更新費用が必要になると予測されます。 

 

図２-19 下水道（雨水管）更新費用試算 
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キ 公園建築物 

公園建築物の更新費用は、次の仮定した条件に従い試算します。 

 

●公園建築物は、耐用年数を 60 年に設定し、建築後 60 年を経過すると建替えるものと

します。また、大規模改修は、建築後 30年で実施します。 

●設計及び施工は複数年度にわたり費用がかかるため、建替え期間を３年、大規模改修の

修繕期間を２年として、費用を分割します。 

●更新単価は、大規模改修は 17万円/㎡、建替えは 33万円/㎡と設定し、延床面積を乗じて

費用を算出します。なお、この更新単価には、機械・設備等の更新費用は含まれていませ

ん。 

 

以上の条件で試算すると、図２-20で示すように、今後 40年間で 3.1億円、１年当たり 0.1

億円の更新費用が必要になると予測されます。 

 

図２-20 公園建築物更新費用試算 
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ク 公共施設等全体 

公共建築物、道路、橋梁、上水道（管路）、上水道建築物、下水道（管路）、下水道建築

物及び公園建築物を合わせた公共施設等全体の更新費用の試算結果を、図２-21に示します。 

現在保有する公共施設等を削減せず、全て保有し続ける場合、今後 40年間で 2,320.4億

円、１年当たり 58.0億円の更新費用が必要になると予測されます。 

図２-21 公共施設等全体更新費用試算 

公共施設等の整備に充てられる費用について、過去の実績をもとに将来の費用を見込み

ます。平成 28 年度（2016 年度）から令和２年度（2020 年度）までの５年間に、普通会計、

公共下水道事業会計及び水道事業会計で施設整備に充てられた費用は、表２-９で示すよう

に、１年当たり平均で 51.4億円になります。 

仮に、毎年 51.4億円全てを公共施設等の整備に充てられるとしても、更新に必要な 58.0

億円に対して、6.6億円不足することになります。 

 

表２-９ 公共施設等の整備に充てられた費用

 

・小数点以下の端数処理により、平均値・合計値が一致しない場合があります。 

※平成 28年度は公共下水道事業会計移行前のため、公共下水道事業特別会計における投資的経費です。  
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年平均
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28年度
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24.5 億円 33.2 億円 44.8 億円 30.5 億円 32.1 億円 33.0 億円

13.1 億円 16.6 億円 16.5 億円 12.0 億円 9.3 億円 13.5 億円

5.0 億円 4.6 億円 4.7 億円 5.9 億円 4.5 億円 4.9 億円

51.4 億円合計

会計区分

普通会計

　投資的経費

公共下水道事業会計　※

　建設改良工事費

水道事業会計

　建設改良工事費



第２章 公共施設等の現況及び将来の見通し 

 

28 

 

（２）長寿命化対策を反映した場合の経費の見込み 

 前項での試算は、施設や設備に不具合が生じてから修繕や更新を行う方法による管理を行

った場合によるものですが、その場合、更新等に必要な費用が不足することが確認できまし

た。 

そこで、改訂前の本計画に基づき策定した、各施設の長寿命化計画（個別施設計画）で行う

こととした長寿命化対策を反映した場合の更新費用を算定します。ただし、長寿命化計画（個

別施設計画）を策定していない又は 40年間の更新費用を試算していない道路、橋梁、下水道

（雨水管）及び公園建築物の更新費用は、前項の更新費用と同額とします。 

 

ア 公共建築物 

公共建築物の更新費用（長寿命化）は、次の条件に従い試算します。 

 

●令和３年 12月末までに策定した各公共建築物の個別施設計画における、長寿命化対策

を反映した更新費用とします。 

●前項と同様に、リース方式施設の２施設（環境事業センター、リサイクルひろばクルク

ル）と、歴史文化施設の３施設（どうだん亭、狩宿郷倉、復元古民家）、その他の施設

の４施設（旧名古屋市立保育短期大学、旧名古屋市立緑丘小・中学校、旧名古屋市立給

食センター、旧若松寮）は、試算の対象外とします。 

●個別施設計画を策定していない施設については、前項の更新費用と同額とします。 

●各個別施設計画の計画期間外の更新費用は実績とします。 

 

 以上の条件で試算すると、図２-22で示すように、今後 40年間で 549.4億円、１年当た

り 13.7億円の更新費用が必要になると予測されます。 

※早期に行う必要のある改修等が多く、令和５年度に約 56.7億円が必要との試算結果となっていますが、全てを一挙に行   

うことは困難なため、実施に当たっては平準化を行っていく必要がある状態です。 

図２-22 公共建築物更新費用試算（長寿命化） 
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イ 道路 

道路の更新費用（長寿命化）は、前項の更新費用と同額の 40年間で 270.8億円、 １年当

たり 6.8億円とします。 

 

 

ウ 橋梁 

橋梁の更新費用（長寿命化）は、前項の更新費用と同額の 40年間で 30.6億円、 １年当

たり 0.8億円とします。 

 

 

エ 上水道（管路）及び上水道建築物 

上水道（管路）及び上水道建築物の更新費用（長寿命化）は、「尾張旭市水道施設長寿命化

計画」における、「平準化した建設改良費の推移」に基づく更新費用とします。その場合、

図２-23 で示すように、今後 40 年間で 268.6 億円、１年当たり 6.7 億円の更新費用が必要

になると予測されます。 

図２-23 上水道（管路）及び上水道建築物更新費用試算（長寿命化） 

 

 

オ 下水道（汚水管）及び下水道建築物 

下水道（汚水管）及び下水道建築物の更新費用（長寿命化）は、「下水道ストックマネジ

メント計画」における「長期的な改築事業のシナリオ設定」に基づく更新費用とします。た

だし、計画期間外の平成 29年度から令和元年度までの更新費用は実績とします。 

その場合、図２-24で示すように、今後 40 年間で 172.8 億円、１年当たり 4.3 億円の更

新費用が必要になると予測されます。 
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 図２-24 下水道（汚水管）及び下水道建築物更新費用試算（長寿命化） 

 

 

カ 下水道（雨水管） 

下水道（雨水管）の更新費用（長寿命化）は、前項の更新費用と同額の 40年間で 105.5億

円、 １年当たり 2.6億円とします。 

 

 

キ 公園建築物 

公園建築物の更新費用（長寿命化）は、前項の更新費用と同額の 40年間で 3.1億円、 １

年当たり 0.1億円とします。 
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ク 公共施設等全体 

公共建築物、道路、橋梁、上水道（管路）、上水道建築物、下水道（管路）、下水道建築

物及び公園建築物を合わせた公共施設等全体の長寿命化対策を反映した更新費用の試算結

果を、図２-25に示します。 

現在保有する公共施設等を削減せず、全て保有し続ける場合、今後 40年間で 1,400.8億

円、１年当たり 35.0億円の更新費用が必要になると予測されます。  

図２-25 公共施設等全体更新費用試算（長寿命化） 
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40年間総額
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35.0 億円
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（３）長寿命化対策を行った場合の効果額 

 標準耐用年数で更新した場合の費用と、長寿命化対策を反映した場合の費用を比較した

結果は表２-10のとおりです。 

 長寿命化の取組を進めることで、公共建築物、インフラ施設合わせて、40年間で 919.6億

円、１年当たり 23.0億円のコスト削減効果が見込めます。 

 

 
更新費用の見込み額（40年間） 

長寿命化前 長寿命化後 対策の効果額 

公共建築物 

（普通会計） 

806.1億円 

（20.2億円/年） 

549.4億円 

（13.7億円/年） 

256.7億円 

（6.4億円/年） 

インフラ施設 

（普通会計） 

410.0億円 

（10.2億円/年） 

410.0億円 

（10.2億円/年） 
－ 

インフラ施設 

（企業会計） 

1,104.3億円 

（27.6億円/年） 

441.4億円 

（11.0億円/年） 

663.0億円 

（16.6億円/年） 

合計 
2,320.4億円 

（58.0億円/年） 

1,400.8億円 

（35.0億円/年） 

919.6億円 

（23.0億円/年） 
 

・小数点以下の端数処理により、合計値等と一致しない場合があります。 

・インフラ施設（普通会計）は道路、橋梁、下水道（雨水管）及び公園建築物を対象としています。 

・インフラ施設（企業会計）は上水道（管路）、上水道建築物、下水道（汚水管）及び下水道建築物を対象としています。 

表２-10 長寿命化前後の更新費用と効果額 

 

一方、公共施設等の整備に充てられる費用について、本章の表２-９では、毎年 51.4 億円

としていましたが、この中には、大規模事業として進めている北原山区画整理事業に係る事

業費年平均 7.9 億円が含まれているほか、公用車の更新費用など公共施設等以外に係る投資

的経費も含まれており、その全てを公共施設等の整備に充てられるわけではありません。 

また、更新費用についても、年平均 35.0億円となっているものの、公共建築物については

現在ある施設や設備を同規模、同内容で維持、更新するために最低限必要な費用で見込んで

おり、利用者のニーズ等に合わせ施設の機能・性能の向上を行う場合には、上積みが必要に

なります。更に、本市単独で所有する施設ではありませんが、近隣自治体との一部事務組合

（公立陶生病院、公立瀬戸旭看護専門学校、尾張東部衛生組合）の施設についても、今後の

著しい老朽化等により、大規模改修や建替え等を行う場合には、大幅な組合負担金の増額が

見込まれます。 

これらのことから、本市の現状としては、数値としての削減目標を立てることは難しいも

のの、現在保有する施設等を削減せず、将来的に全て保有し続けることは難しく、少なくと

も公共建築物の延床面積を増加させることは避けなければなりません。 
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第３章 公共施設等の総合的かつ計画的な管理に関する基本的な方針 

３－１ 計画期間 

第２章（P.７）図２-２で示したように、本市の公共建築物は昭和 45 年（1970 年）から

昭和 55 年（1980 年）にかけて、集中的に建築されています。耐用年数を仮に 60 年とする

と、第２章（P.21）図２-14 で示すように、令和４年（2022 年）あたりから更新（建替え）

が始まり、令和 12 年（2030 年）から令和 24 年（2042 年）にかけて、更新の最盛期を迎え

ることとなります。 

本計画においては、公共施設等の計画的な管理運営において中長期的な視点が不可欠な

ことから、図３-１で示すように、更新の最盛期を含むことに加え、施設の計画的な長寿命

化等による更新費用の平準化を見据え、40 年間（平成 29 年度（2017 年度）から令和 38 年

度（2056年度）まで）を計画期間とします。 

なお、本計画は、令和３年度に策定後初めて見直しを行いました。今後も、上位計画であ

る尾張旭市総合計画や関連計画、また社会情勢の変化などを踏まえて、５年を目安に見直し

ていきます。 

  

 

図３-１ 公共施設等総合管理計画の計画期間 

尾張旭市公共施設等総合管理計画 
（平成 29年度から令和 38年度までの 40年間） 

 

 第六次 

 総合計画 

    令和 15年度まで(予定) 

第五次 

総合計画 

令和 5年度まで 

 更新の最盛期 

長寿命化等による 

更新費用の平準化 

を見据えた追加期間 

※「尾張旭市公共施設等総合管理計画」は、社会情勢の変化などを踏まえて５年を目安に見直します。 

平成 29年度 

（2017年度） 

令和 9年度 

（2027年度） 

令和 19年度 

（2037年度） 

令和 29年度 

（2047年度） 

令和 39年度 

（2057年度） 
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３－２ 全庁的な取組体制の構築及び情報管理・共有方策 

１  取組体制  

本市では、公共施設等マネジメントの本格導入に向け、全庁的に推進していくための先導

役となる組織として、平成 28 年（2016 年）４月に「財産経営課」を設置しました。また、

令和３年（2021年）４月には、財政と財産の一体的な管理運用を推進するとともに、公共施

設の総括機能を強化するため、財政部局と一体化させ、「財政課」に名称を改めました。 

本計画の総合的かつ計画的な管理を実現していくために、図３-２で示すように、市長を

トップとした「尾張旭市公共施設等マネジメント推進本部」を組織して、全庁的な推進体制

の構築を図っています。 

また、全庁的な推進体制の中で、市議会や市民に対しても、積極的かつ定期的に取組状況

などの情報を提供していきます。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３-２ 取組体制 
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市 民 

意見 

進捗状況等報告 

市HP・広報誌等 

での公表 

意見 
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所管課 

尾張旭市 

公共施設等マネジメント 

推進本部 

市長 

公共施設等マネジメント 

推進事務局 

≪財政課≫ 

所管課 

所管課 

所管課 

所管課 
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２  情報の管理と共有  

公共施設全体を総合的な視点で活用していくためには、効率的に実態を把握する仕組み

が必要となります。 

本市では、公共建築物、インフラ施設ともに施設情報をデータベース化しています。今後

も継続してデータを更新し、各施設情報のデータを一元化し、図３-３で示すように、庁内

の情報共有を図っていきます。 

更に、公共建築物については、「公共施設カルテ」として施設情報のデータを市民に「見

える化」し、市ホームページ等で積極的に公開していきます。 

また、今回の見直しに際し、新地方公会計制度④の中で整備した固定資産台帳⑤を活用し、

有形固定資産減価償却率の推移を確認しました。将来的には、公共施設等の維持管理に係る

中長期的な経費の見込み額の見直しなどに固定資産台帳を活用することを検討していきま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３-３ 情報の管理と共有イメージ 

 
用語解説 

④新地方公会計制度：現金主義・単式簿記の地方自治体の会計制度に対して、発生主義・複式簿記などの企業会計手法を導入する取組。 

⑤固定資産台帳：固定資産の取得から除売却処分に至るまで、その経緯を個々の資産ごとに管理するための帳簿のことで、所有する

全ての固定資産（道路、公園、学校、公民館等）について、取得価額、耐用年数等のデータを網羅的に記載したもの。 

 

市民への施設情報公開 

施設情報データベース 

所管課 

所管課 

 
庁内の情報共有 

所管課 

所管課 

 

コスト評価・履歴更新 

情報の活用・連携 

情報の活用 

公共施設カルテ 

固定資産台帳(公会計) 

公共施設カルテ 



第３章 公共施設等の総合的かつ計画的な管理に関する基本的な方針 

 

36 

 

３－３ 現状や課題に関する基本認識 

１  公共施設等の老朽化への対応  

●公共建築物の中には建設されてから既に 40年以上経過している施設が６割を占めてお

り、老朽化が進行している状況です。そのため、今後大規模な改修や更新の時期が到来

します。 

●老朽化の進んだ施設は、危険回避のための点検を重点的に実施するなど、安全・安心の

確保に努める必要があります。 

●計画的な維持管理と長寿命化を推進するとともに、中長期的なコストの縮減・財政負担

の平準化が必要となります。 

 

 

 

 

 

 

２  人口減少・少子高齢化への対応  

●本市では、近い将来に人口減少期を迎え、同時に少子高齢化が一層進行すると予測され

ます。公共施設等を取り巻くこうした変化に対応し、利用者のニーズに合わせた転用に

よる現有施設の有効活用を図るとともに、施設の適正な保有量について検討していく必

要があります。 

●人口減少に伴う市税等の減少や高齢化に伴う扶助費の増加などにより、市の財政は厳

しさを増すと予想されることから、公共施設等の維持管理においても、限られた財源の

中で適切に行っていく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ポイント ①  公共施設等の老朽化への対応 

⇒安全・安心の確保  

⇒中長期的なコストの縮減と財政負担の平準化 

ポイント ②  人口減少・少子高齢化への対応 
⇒変化に対応した施設の適切な転用や保有量の見直し  

⇒厳しい財政状況における施設の適切な維持管理の検討  
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３  公共建築物の総量と配置状況への対応  

●本市における公共建築物の全体保有量は、図３-４で示すように、人口１人当たりの延

床面積換算で、近隣自治体や愛知県平均などと比較して決して多くはありませんが、集

会施設に限って見ると、他自治体を大きく上回っています。 

●集会施設が多い要因として、単純に地域集会所の数が多いということもありますが、コ

ミュニティ拠点施設や公民館、老人いこいの家などの多様な集会施設が数多くあること

も影響しているとみられます。 

●集会施設以外の施設も含め、必ずしも全ての施設分類が効率的かつ無駄なく配置され

ているとは言えないため、公共建築物の総量の見直しや適正な配置の検討を行っていく

必要があります。 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３-４ 人口１人当たりの公共建築物延床面積 
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〔集会所・集会室〕 
 

〔公共建築物全体〕 
 

ポイント ③  公共建築物の総量と配置状況への対応 

⇒総量の見直しと適正配置の検討 

・総務省 公共施設状況調（令和元年度（2019年度）） 公有財産建物延床面積 、集会施設延床面積 

・愛知県 月報あいちの人口（令和２年（2020年）４月１日時点） 

・総務省統計局 人口推計（令和２年（2020年）４月１日確定値） 

注）公共施設状況調の「集会施設・集会所」には、集会を目的として設置している施設のほか、その他の施設においても集

会等に供している集会室部分があれば、その部分の床面積も合算しています。 
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３－４ 公共施設等の管理に関する基本的な考え方 

１  ３つの基本的な方向性  

現状や課題に関する基本認識で示した３つのポイントを踏まえ、本市が公共施設等の総

合的かつ計画的な管理を推進するため、今後目指すべき「３つの基本的な方向性」を定めま

した。 

（１）施設を大切に長く使います 【長寿命化の推進】                  

公共建築物については、６割以上が建築後 40 年以上を経過し、老朽化が進んでいます

が、昭和 56年度（1981年度）以前に旧耐震基準で建築された建築物の大半は、耐震改修

が行われています。また、インフラ施設についても耐震改修を進めています。 

しかし、建設時期の古い施設では、仕様や設備などの面で、現在のニーズにそぐわない

ことなどから、どうしても更新が必要な施設もあります。 

そのため、こうした施設については更新を進めますが、公共施設に係る財政負担の軽減

を図るため、既存の施設で引き続き使用が可能なものについては、できる限り大切に長く

使っていくことが重要であり、中長期的な観点からの長寿命化を計画的に推進します。 

  

（２）安全で安心な施設を目指します 【予防保全の推進】                

公共施設等の維持・管理に当たって最優先に求められることは、市民及び利用者の安全・

安心を確保していくことです。 

このため、不具合などが発生した後に修繕を行う「事後保全型」から、計画的に保全等

を行う「予防保全型」へと転換し、それに必要な点検及び診断を計画的に実施することに

より、安全で安心な施設として適切に維持していきます。 

 

（３）本市の将来に見合った施設の量と配置を目指します 【総量と配置の適正化】     

今後、人口が減少し、少子高齢化が進むと、公共施設等に対する需要が大きく変化する

と予測されています。一方では、地方税を始めとした歳入の落ち込みや、扶助費の増大に

よる投資的経費の縮減が予測されます。 

本市が所有する公共建築物の総量は、近隣市などと比較した場合、決して多すぎるとい

うことはありませんが、今後の施設の需要や財源の見通しを踏まえて考慮すると、公共建

築物の総量の見直しや適正な配置の検討が必要です。 

その際、現状で提供しているサービスをできる限り維持することが肝要であり、必要に

応じて施設の利用基準等の見直しを含め、既存施設の有効活用を優先的に進めるとともに、

将来、本市が目指すまちづくりの方向性とも整合させつつ、再編・整理計画を策定してい

きます。 
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２  公共施設等の管理に関する基本的な取組方針  

３つの基本的な方向性を踏まえ、次の基本的な取組方針を定めます。 

（１）点検・診断等の実施方針                           

◆継続的な点検・診断の実施 

建築基準法の法定点検対象となる建物及び建築設備は、定期点検を確実に実施するこ

とはもとより、その他、施設管理者による自主的な日常点検・定期点検の実施、施設の

劣化状況の把握のために行う診断の実施など、インフラも含めた施設の特性に合わせた

継続的な点検・診断を実施します。点検・診断結果は、記録として蓄積することで、そ

の後の維持管理、修繕及び更新時にも活用します。 

◆点検マニュアルの整備と対応状況の共有化 

効率的かつ確実な点検・診断を行うため、必要に応じて点検マニュアルを整備すると

ともに、対応状況を全庁的に共有することにより、適正な維持管理を図ります。 

 

（２）維持管理・修繕・更新等の実施方針                      

◆「事後保全型」から「予防保全型」への転換 

不具合等が発生した後に修繕などを行う「事後保全型」から、計画的に保全等を行う

「予防保全型」へと転換するため、適切な日常点検・定期点検によって常に状態を把握

します。 

◆市民ニーズを考慮した機能性や安全性の向上 

修繕・更新時には、長期にわたって維持管理しやすい施設への改善を図るとともに、

市民ニーズを考慮して、機能性や安全性の向上に努めます。 

◆PPP⑥/PFI⑦に基づく新たな手法の検討 

更新時は、従来の更新方法と併せて民間事業者の技術ノウハウ、資金を活用する

PPP/PFI に基づく新たな手法の検討など、最も効率的・効果的な運営手法の検討を行い

ます。 

◆公共施設カルテによる施設評価 

施設カルテを活用した継続的な施設評価（図３-５及び表３-１参照）により、計画的

に維持管理・修繕・更新等を進めます。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

用語解説 

⑥PPP（パブリック・プライベート・パートナーシップ）：公民が連携して公共サービスの事業を行うこと。 

⑦PFI（プライベート・ファイナンス・イニシアティブ）：公共施工等の設計、建設、維持管理及び運営に、民間の資金とノウハウ

を活用し、公共サービスの提供を民間主導で行うことで、効率的かつ効果的な公共サービスの提供を図るという考え方。 
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（３）安全確保の実施方針                             

◆安全確保に係る点検・評価の実施 

各施設において安全確保に係る項目のチェックシートを作成して点検評価し、点検時

に問題がないことを確認します。危険が認められた場合は、評価内容に沿って、安全性

を確保するための改修または修繕を実施します。 

◆劣化状況の把握 

日常点検や定期点検により、施設の劣化状況の把握に努め、劣化・異常の初期段階、

若しくは顕在化する前に、適切に対応するよう努めます。また、不具合等を発見した場

合は速やかに対策を講じます。 

◆取り壊し施設と継続保有施設の検討 

老朽化等により危険度が高く、かつ利用率の低い施設で、今後も利用率の向上が見込

めない場合は、原則として取り壊しの対象として検討します。 

今後も継続して保有する施設については、速やかに安全確保及び長寿命化対策の実施

を検討します。 

◆同種・類似リスクへの対応 

点検等により施設の危険箇所が発見された場合は、同種の施設についても早急に点検

を実施し、事故の未然防止に努めます。 

 

（４）耐震化の実施方針                              

◆耐震化の継続 

今後も継続して保有する施設のうち、改めて耐震化が必要なものや国の耐震基準の見

直し等により更なる耐震性の強化が必要となったものは、適宜耐震化を推進していきま

す。 

◆非構造部材の安全対策 

災害時に、非構造部材（外壁、ガラス、天井など）の損傷や落下等による被害を未然

に防ぐために、非構造部材の安全対策を進めます。 

◆災害時拠点施設及び避難所の機能確保 

災害時の拠点施設や避難所施設は、耐震化のみではなく、平常時の安全も含め、その

機能を確保するとともに、必要に応じて機能を強化します。 

 

（５）長寿命化の実施方針                            

◆長寿命化計画の推進 

長寿命化計画を策定している個別の施設等については、それぞれの長寿命化計画に基

づく維持管理等を実施するとともに、本計画に準じて継続的に見直しを行い、今後新た

に策定する個別の長寿命化計画については、本計画における方向性との整合性を図りま

す。 

◆計画的な大規模改修 

今後も継続して保有する施設については、計画的な機能改善による施設の長寿命化を

を図り、その安全性や機能性を確保するとともに、ライフサイクルコスト⑧の縮減を図 
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ります。 

 

（６）ユニバーサルデザイン化の推進方針                     

公共施設等の改修、更新等を行う際には、社会情勢や市民ニーズの変化を踏まえた上

で、利用者の年齢、性別、障がいの有無、国籍等に関わらず、誰もが利用しやすい施設

となるようユニバーサルデザイン化を図ります。 

 

（７）統合や廃止の推進方針                            

◆市民との情報共有と合意形成 

市民生活に身近な公共施設等は、市民との貴重な共有財産であることから、再編・整

理計画の策定や施設の統廃合の取組に当たっては、市民へ積極的に情報提供を行うとと

もに、市民参加の手法を取り入れるなどして、市民との合意形成を図りながら、慎重に

進めます。 

◆施設評価による優先順位等の選定 

現状維持、改善、見直し（統廃合・複合化・転用等）、又は廃止などの検討を進める

場合には、施設評価の手法や優先順位等の選定方法を検討し、計画的に施設保有総量の

最適化を図っていきます。 

施設評価に基づく優先順位等の選定の考え方として、例えば、建設年度が比較的新し

く設備状況が良好な施設や、市民の利用度・満足度が高い施設などについては、長寿命

化を図りながら計画的に修繕を行い、原則として「維持」とします。 

そのほか、施設の立地条件、利用状況、運営状況、維持コストの状況等を踏まえ、図

３-５及び表３-１に示すように、「転用」、「廃止・売却」、「更新・再生（リノベー

ション）」「継続・維持」に選定評価します。 

また、著しく老朽化した施設が更新時期を迎えたときや、新たな市民ニーズ等により

施設を新設するときに、当該施設の近隣に類似施設や同時期に更新時期を迎える施設が

ある場合には、それらの施設との統合も視野に入れて、総量縮減を目指します。 

更に、更新時には、運営方法等も含め、PPP/PFIなど民間活力の活用等も検討します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３-５ 施設評価による優先順位の判定の例 

   

 

利用度・満足度 

用語解説 
⑧ライフサイクルコスト：設計から建築、維持管理、解体までの建物の生涯に要する総費用。 

廃止・売却 

転用 継続・維持 

更新・再生 

老
朽
度 

高い 

低い 

低い 高い 
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表３-１ 統合や廃止等の基準の考え方 

基準 統合や廃止等の考え方 

転用 

・未利用の建物・用地・スペースに施設を移転することが合理的である。 

（更新・整備費等を縮減） 

・施設が老朽化していないため、他の目的施設へ転用が可能で、かつ、他の目的施設

の需要がある。 

廃止・売却 

・同種の施設が近接している。 

・施設の利用率が低い。 

・施設が老朽化している。 

更新・再生 
・施設の利用率が高い。 

・施設が老朽化している。 

統廃合 ・複数の同種施設があり、利用について集約できる可能性がある。 

複合化 
・機能の異なる複数の施設を集約することが合理的である。（維持管理費用等を縮

減） 

民間活力導入 

・行政が事業主体として運営に関与する必要がない。 

・行政と同様のサービスの量や質が確保でき、かつ、民間の方が効率的、効果的に運営

できる。 

 

（８）総合的かつ計画的な管理を実現するための体制の構築方針            

本計画を着実に推進し、全庁が一丸となって、公共施設等の適正な管理・運営を実現

するため、全職員を対象とした研修会を実施し、意識啓発を図るとともに、担当職員の

技術研修等を行い、人材育成に努めます。 

また、更なる推進体制の拡充を図るために、民間や各種団体等を含めた外部委員会な

どの組織も検討します。 

 

（９）広域的な連携の方針                            

効率的かつ効果的な公共サービスを提供するため、本市単独で全ての施設を整備・運

営するのではなく、近隣自治体との広域連携で整備・運営する手法を検討します。 

 

（10）建築デザインへの配慮                           

公共建築物を更新・再編する際は、施設の魅力や市民満足度の向上、シティセールス

の観点なども視野に入れ、外観や質感、内装などの建築デザインにも配慮して検討しま

す。 
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３－５ フォローアップの実施方針 

公共施設等マネジメントでは、ＰＤＣＡサイクル《Ｐｌａｎ（戦略・計画）-Ｄｏ（実行・

運営）-Ｃｈｅｃｋ（点検・評価）-Ａｃｔｉｏｎ（改善・見直し）》によって、継続的に取

り組むことが大切です。このため、本計画は図３-６に示すように、ＰＤＣＡサイクルの運

用による進捗管理を行いながらフォローアップを実施します。 

また、本計画の進捗状況は、（P.34）３－２の１「取組体制」で示した全庁的な取組体制

の中で、定期的に市民及び議会へ報告していきます。 

なお、今後の財政収支や社会経済情勢の変化、施設の管理状況等を踏まえ、５年を目安に

本計画を見直します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３-６ ＰＤＣＡサイクルのイメージ 

 

 

 

Ｐｌａｎ（戦略・計画）                                                     

本計画に定めた方針に基づき、より具体的に推進・実践していくための個別計画として、

長寿命化計画及び再編・整理計画を策定します。長寿命化計画は、各施設の所管課が中心と

なって、策定や改訂を行います。再編・整理計画は、各施設の機能や性格を踏まえつつ、複

合化等により必要な機能が維持されるよう、公共施設等マネジメント推進事務局が中心とな

って全庁的な取組体制の中で策定します。 

また、これら個別の取組を総括し、進捗管理などを全庁横断的に推進していくため、公共

施設等マネジメント推進事務局が先導しながら、庁内での取組体制の強化を図っていきます。 

 

公共施設等マネジメント 

推進事務局 

（施設所管課・施設保全担当部局等との連携） 

 

Plan（戦略・計画） 

◆長寿命化計画 

◆再編・整理計画 

◆その他個別計画 など 

 

Do（実行・運営） 

◆施設カルテの更新 

◆計画的メンテナンス 

◆サービスの提供維持 

◆再編・整理の実践 など 

 

Check（点検・評価） 

◆コスト評価 

◆品質評価 

◆利用評価  など 

 ◆質と量の見直し 

◆サービスの向上 

◆コストの縮減  など 

Action（改善・見直し） 
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Ｄｏ（実行・運営）                                                     

計画に基づき実行・運営していく上では、施設の情報を常に最新の状態で共有できるよう

にすることが望まれます。このため、固定資産台帳（新公会計制度）の活用を検討するとと

もに、継続して施設カルテの更新を行います。また、個別計画に基づき、計画的なメンテナ

ンスやサービスの提供といった施設の適切な運営を行うとともに、施設の再編・整理を実践

します。 

 

Ｃｈｅｃｋ（点検・評価）                                                  

計画の実践による効果や影響等について、「コスト」、「品質」、「利用」等の観点から

点検・評価を行います。 

 

Ａｃｔｉｏｎ（改善・見直し）                                                 

点検・評価結果をもとに、施設の質や量が適切か、必要なサービスが維持されているか、

コストは見込みどおり縮減されているかといった観点から、対応が必要となる課題を洗い出

し、個別計画の見直しが必要と判断された場合には、適宜、計画の改訂を行います。 
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第４章 施設類型ごとの管理に関する基本的な方針 

４－１ 公共建築物 

１  行政系施設  

（１）現状と課題 

【現状】 

市役所は、本市の中心部に位置し、行政機能の中核を担う施設となっており、災害発生

時には災害対策の拠点となる施設です。市役所庁舎の中で最も古い南庁舎は、昭和 45 年

（1970年）に建築され、老朽化が進んでいます。 

その他の行政系施設としては、ごみの収集等を行う環境事業センターやリサイクルひ

ろばクルクルと、土木機材倉庫があります。環境事業センターとリサイクルひろばクルク

ルは、リース方式施設です。 

 【課題】 

主な課題として、市役所南庁舎は約 50年、北庁舎も約 30年が経過しており、部分的に

は修繕等を行っているものの、突発的に発生する修繕への対応が増加しています。また利

用者が使いやすい施設への改善が求められます。 

 

図４-１ 行政系施設位置図 
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表４-１ 行政系施設集計 

※対象となる施設名称などの内訳は、第５章 資料編を参照してください。 

 

 

 

（２）管理方針 

 行政系施設管理方針 

基本方針 

行政系施設は、市の行政の重要な拠点であり、多くの市民が利用する施設

でもあるため、より安全安心かつ利用しやすい施設として、引き続き維持管

理し計画的に更新を図ります。 

① 
点検・診断 

等の実施方針 

建物などの法定点検を実施するとともに、施設管理者による自主点検を随

時実施します。 

② 

維持管理・ 

修繕・更新等 

の実施方針 

定期点検などにより、施設に不具合の発生が予見された場合には、改修計

画を作成し、適正に予防する等の維持管理を行います。 

③ 
安全確保の 

実施方針 

点検及び診断により安全が損なわれると判断された場合には、緊急の修繕

を実施するなどの必要な措置を講じます。 

④ 
耐震化の 

実施方針 

行政系施設については、耐震化が完了しているため、今後、耐震基準が見

直された場合には、その基準に適合させていきます。 

⑤ 
長寿命化の 

実施方針 

点検、診断及び修繕の履歴を蓄積し、破損箇所の早期発見や中長期的な修

繕計画の立案など、可能な限り予防保全を実施し、老朽化している施設や設

備機器等の計画的な改修を実施することで、施設の長寿命化を図ります。 

⑥ 
統合や廃止 

の推進方針 
該当の方針なし 

計画名等 

≪既存の計画≫ 

・市役所庁舎個別施設計画 

・防災倉庫個別施設計画 

≪今後策定する計画≫ 

・該当なし 

 
 

 

 

 

 

 

用途分類 
施設数 棟数 延床面積 指定管理施設数 

大分類 小分類 

行政系施設 
庁舎等 1 施設 12 棟 10,954 ㎡ － 

その他行政系施設 ３施設 3 棟 434 ㎡ － 
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２  消防防災施設  

（１）現状と課題 

【現状】 

消防本部、消防署及び６つの消防分団は、連携して本市の消防防災業務を担っています。

消防分団車庫は詰所も兼ねており、市内各地の火災やその他の災害に対応できるように配

置されています。 

地域防災倉庫は東部、西部、南部の計３か所に整備されており、災害発生に備えて備蓄

品を保管しています。この３施設のほか、指定避難所となる市内 12 の小中学校には、簡

易な校区防災倉庫が設置されており、避難所を運営するための備蓄物資が保管されていま

す。 

 【課題】 

主な課題として、消防本部・消防署の東庁舎及び東部防災倉庫など、建築後相当の年数

が経過し老朽化している施設があります。 

また、「避難所における良好な生活環境の確保に向けた取組指針」等を踏まえ、必要な

資機材が増加したことにより、備蓄スペースが不足しているため、防災倉庫拡充の検討が

必要です。 

 
図４-２ 消防防災施設位置図 
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表４-２ 消防防災施設集計 

※対象となる施設名称などの内訳は、第５章 資料編を参照してください。 

（２）管理方針 

 消防防災施設管理方針 

基本方針 
消防防災施設は、市民生活の安全・安心の確保のため、必要に応じた更新

と適切な維持管理を図ります。 

① 
点検・診断 

等の実施方針 

建物などの法定点検を実施するとともに、施設管理者による自主点検を随

時実施します。 

消防防災施設は、震災等の災害時において特に重要な施設であることから、

専門業者による定期的な点検実施を検討します。 

② 

維持管理・ 

修繕・更新等 

の実施方針 

消防本部・消防署については、消防本部内で作成した「尾張旭市消防施設

個別施設計画」に基づき、修繕を実施します。 

消防団車庫については、地域の実情を勘案しながら、「消防団車庫個別施設

計画」に基づき計画的に修繕・更新を実施します。 

防災倉庫については、不足する備蓄スペース問題に対し、増築や建替えの

実施を検討します。 

定期点検などにより、施設に不具合の発生が予見された場合には、改修計

画を作成し、適正に予防する等の維持管理を行います。 

③ 
安全確保の 

実施方針 

点検及び診断により安全が損なわれると判断された場合には、緊急の修繕

を実施するなどの必要な措置を講じます。 

④ 
耐震化の 

実施方針 
東部防災倉庫は、耐震診断を含めた適正な防災倉庫の整備を検討します。 

⑤ 
長寿命化の 

実施方針 

点検、診断及び修繕の履歴を蓄積し、破損箇所の早期発見や中長期的な修

繕計画の立案など、可能な限り予防保全を実施し、建物の長寿命化に努めま

す。消防本部・消防署の東庁舎側は、経年劣化が進んでいるため、西庁舎と併

せてそのあり方及び構想等について検討します。 

⑥ 
統合や廃止 

の推進方針 

災害時に本市の物資拠点は、総合体育館となっていますが、他の防災倉庫など

で事務的に有効な場所がないのか変更を検討します。 

計画名等 

≪既存の計画≫ 

・消防庁舎整備基本方針   ・尾張旭市消防施設個別施設計画 

・消防団車庫個別施設計画  ・防災倉庫個別施設計画 

≪今後策定する計画≫ 

・（仮）尾張旭市消防業務マスタープラン 

用途分類 
施設数 棟数 延床面積 指定管理施設数 

大分類 小分類 

消防防災施設 

消防署 １施設 ６棟 2,423 ㎡ － 

消防団 ６施設 6 棟 427 ㎡ － 

防災倉庫 ３施設 ３棟 453 ㎡ － 
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３  保健・福祉施設  

（１）現状と課題 

【現状】 

保健福祉センターは、本市の保健及び福祉の拠点施設であり、健康相談・保健指導や健

康診査の実施、子育て支援や障がい者を対象としたデイサービスを提供しています。 

発達に心配がある乳幼児と保護者が一緒に通うピンポンパン教室は、稲葉保育園に併

設されています。 

【課題】 

主な課題として、保健福祉センターは、災害時の福祉避難所として位置付けられている

ため、福祉避難所としての設備の充実が必要です。 

 

 

 

図４-３ 保健・福祉施設位置図 

 

 

 



第４章 施設類型ごとの管理に関する基本的な方針 

 

50 

 

表４-３ 保健・福祉施設集計 

※対象となる施設名称などの内訳は、第５章 資料編を参照してください。 

 

（２）管理方針 

 保健・福祉施設管理方針 

基本方針 
保健・福祉施設は、超高齢社会を迎えるに当たり今後も保健・福祉体制の

需要拡大が見込まれることから、施設の維持・機能の充実に努めます。 

① 
点検・診断 

等の実施方針 

建物などの法定点検を実施するとともに、施設管理者による自主点検を随

時実施します。 

② 

維持管理・ 

修繕・更新等 

の実施方針 

定期点検などにより、施設に不具合の発生が予見された場合には、改修計

画を作成し、適正に予防する等の維持管理を行います。 

老朽化により不具合が発生している設備については適宜修繕し、また、新

たに必要となる設備については追加で配備します。 

③ 
安全確保の 

実施方針 

定期点検などにより、施設に不具合の発生が予見された場合には、改修計

画を作成し、適正に予防する等の維持管理を行います。 

④ 
耐震化の 

実施方針 

保健・福祉施設については、耐震化が完了しているため、今後、耐震基準が

見直された場合には、その基準に適合させていきます。 

⑤ 
長寿命化の 

実施方針 

点検、診断及び修繕の履歴を蓄積し、破損箇所の早期発見や中長期的な修

繕計画の立案など、可能な限り予防保全を実施し、建物の長寿命化に努めま

す。 

⑥ 
統合や廃止 

の推進方針 

保健福祉センターは、本市の保健・福祉の包括的サービス拠点としての機

能を今後も維持する必要がありますが、現在の施設は飽和状態であるため、

施設内スペースの効率的な利用に努めます。 

ピンポンパン教室は、親子や家庭を含めた支援を実施する療育施設である

ことを考慮し、今後の整理統合等については、慎重に検討する必要がありま

す。 

計画名等 

≪既存の計画≫ 

・保健福祉センター個別施設計画  

・ピンポンパン教室個別施設計画 

≪今後策定する計画≫ 

・該当なし 

 

 

 

用途分類 
施設数 棟数 延床面積 指定管理施設数 

大分類 小分類 

保健・福祉施設 
保健施設 １施設 １棟 4,239 ㎡ － 

児童福祉施設 １施設 4 棟 289 ㎡ － 
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４  文化・社会教育施設  

（１）現状と課題 

 【現状】 

本市の中心部には、文化活動の拠点である文化会館、図書館及び集会施設として区分す

る中央公民館が隣接して配置されています。 

文化会館は、席数 906 席の文化会館ホールと席数 293 席のあさひのホールの大小２つ

のホールを備えており、展示ギャラリーや展示室もあります。なお、管理運営は、指定管

理者が行っています。 

また、本市には国登録有形文化財のどうだん亭、市指定有形民俗文化財の狩宿郷倉など、

歴史的価値のある施設もあります。 

図書館は築 40年以上が経過し、耐震化は実施されているものの、老朽化が進むととも

に、手狭になっています。更に、利用者の高齢化に施設の整備が対応できていません。 

 【課題】 

主な課題として、図書館や文化会館は、老朽化への対策とともに、ユニバーサルデザイ

ン面からも利用者が使いやすい施設への改善が求められます。 

また、歴史文化施設については、安全・安心な施設利用のため、必要に応じて耐震化す

るなどの措置が必要です。 

 

図４-４ 文化・社会教育施設位置図 
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表４-４ 文化・社会教育施設集計 

※対象となる施設名称などの内訳は、第５章 資料編を参照してください。 

 

（２）管理方針 

 文化・社会教育施設管理方針 

基本方針 
文化・社会教育施設は、住民ニーズ等を踏まえ、適切な維持管理・改修を行

い、施設の長寿命化を図ります。 

① 
点検・診断 

等の実施方針 

建物や設備などの法定点検を実施するとともに、施設管理者による自主点

検を随時実施します。 

② 

維持管理・ 

修繕・更新等 

の実施方針 

定期点検などにより、施設に不具合の発生が予見された場合には、改修計

画を作成し、適正に予防する等の維持管理を行います。 

③ 
安全確保の 

実施方針 

点検及び診断により安全が損なわれると判断された場合には、緊急の修繕

を実施するなどの必要な措置を講じます。 

④ 
耐震化の 

実施方針 
歴史文化施設については、必要に応じ、適切に耐震化を図ります。 

⑤ 
長寿命化の 

実施方針 

点検、診断及び修繕の履歴を蓄積し、破損箇所の早期発見や中長期的な修

繕計画の立案など、可能な限り予防保全を実施し、建物の長寿命化に努めま

す。 

文化会館については、長期修繕・耐震化計画に基づき、必要な修繕を効率

的に実施し、当面建替えなどは視野にいれず活用していきます。 

⑥ 
統合や廃止 

の推進方針 
該当の方針なし 

計画名等 

≪既存の計画≫ 

・文化会館長期修繕・耐震化計画 

・図書館個別施設計画 

≪今後策定する計画≫ 

・該当なし 

 

 

 

 

 

用途分類 
施設数 棟数 延床面積 指定管理施設数 

大分類 小分類 

文化・社会教育施設 

図書館 １施設 ２棟 1,393 ㎡ － 

文化施設 １施設 １棟 5,858 ㎡ １施設 

歴史文化施設 ３施設 ４棟 376 ㎡ － 



第４章 施設類型ごとの管理に関する基本的な方針 

 

 53 

 

５  スポーツ・レジャー系施設  

（１）現状と課題 

【現状】 

スポーツ施設の建築物のうち、総合体育館以外のほとんどが、管理棟等の比較的小規模

な建築物で構成されており、スポーツ施設全体の総延床面積の約８割を総合体育館が占め

ています。 

運動広場、テニスコート、市民プールなどのスポーツ施設は、市内各地に点在していま

す。 

小中学校体育施設は、学校教育に支障のない範囲で一般市民に開放されており、各中学

校には、開放のための施設として管理棟が整備されています。 

観光レジャー施設には、市内に旭城、長野県阿智村に温泉保養施設の尾張あさひ苑があ

ります。 

また、全ての施設が、指定管理又は委託によって、外部団体により運営されています。 

【課題】 

主な課題として、スポーツ施設全体で老朽化が進んでおり、設備も現在の利用ニーズに

沿わない部分が多くなってきています。 

 

図４-５ スポーツ・レジャー系施設位置図 
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表４-５ スポーツ・レジャー系施設集計 

※対象となる施設名称などの内訳は、第５章 資料編を参照してください。 

 

（２）管理方針 

 スポーツ・レジャー系施設管理方針 

基本方針 

スポーツ・レジャー系施設は、指定管理⑨又は委託の外部団体による維持管

理によって適切な運営を継続していきます。また、利用ニーズに合わせた施

設の特徴を活かし、利用率の向上を図りつつ、運営維持に努めます。 

① 
点検・診断 

等の実施方針 

建物や施設などの法定点検を実施するとともに、施設管理者による自主点

検を随時実施します。 

② 

維持管理・ 

修繕・更新等 

の実施方針 

定期点検などにより、施設に不具合の発生が予見された場合には、各個別

施設計画に改修予定を反映し、適正に予防する等の維持管理を行います。 

指定管理施設については、本市または、指定管理者が定期的に巡視し、危

険な箇所で修繕が必要な場所があれば、適切に修繕を行います。 

また指定管理者が対応した際には、本市が報告を受け確認を行います。 

③ 
安全確保の 

実施方針 

点検及び診断により安全が損なわれると判断された場合には、緊急の修繕

を実施するなどの必要な措置を講じます。 

④ 
耐震化の 

実施方針 

旧耐震施設で耐震化が未実施のもので存続が必要とされる施設は、適切に

耐震化を図ります。 

⑤ 
長寿命化の 

実施方針 

点検、診断及び修繕の履歴を蓄積し、各個別施設計画に改修予定を反映し、

可能な限り予防保全を実施し建物の長寿命化に努めます。 

⑥ 
統合や廃止 

の推進方針 
施設の利用状況や運営状況に応じて、統合や廃止の推進を検討します。 

計画名等 

≪既存の計画≫ 

・スポーツ施設個別施設計画 

・旭城個別施設計画 

・尾張あさひ苑個別施設計画 

≪今後策定する計画≫ 

・該当なし 

 

 

 

用途分類 
施設数 棟数 延床面積 指定管理施設数 

大分類 小分類 

スポーツ・ 

レジャー系施設 

スポーツ施設 10 施設 15 棟 4,852 ㎡ 7 施設 

観光レジャー施設 ２施設 ６棟 2,585 ㎡ ２施設 

用語解説 

⑨指定管理：市議会の議決を経て指定された民間事業者等の管理者が、施設の使用許可や利用料金の設定などの権限を与えられ

て運営する方法です。 
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６  学校教育系施設  

（１）現状と課題 

【現状】 

本市には、９校の小学校と３校の中学校があります。学校は、校舎や体育館など建築物

の規模が大きく、棟数も多いため、本市の公共建築物全体の総延床面積の約 45％を学校教

育系施設が占めています。 

学校給食センターは、平成 22年度（2010年度）に２つの学校給食共同調理場を統合し

て新たに設置され、本市の全小中学校の給食の調理及び配食をしています。 

 【課題】 

主な課題として、建築年が古くて老朽化が進んでいる建築物が多くあり、現在小中学校

大規模改造等整備方針に基づき、大規模改造工事実施していますが、より長期的な視点か

ら施設の長寿命化を図るための検討が必要です。 

 

 

図４-６ 学校教育系施設位置図 
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表４-６ 学校教育系施設集計 

※対象となる施設名称などの内訳は、第５章 資料編を参照してください。 

 

 

（２）管理方針 

 学校教育系施設管理方針 

基本方針 

学校教育系施設は、今後とも児童生徒の安全・安心な学習環境の確保を目

指した適正な維持・管理に努めるとともに、将来的な児童・生徒数を勘案し

ながら、施設のあり方を検討していきます。 

① 
点検・診断 

等の実施方針 

建物や施設などの法定点検を実施するとともに、施設管理者による自主点

検を随時実施します。 

② 

維持管理・ 

修繕・更新等 

の実施方針 

定期点検などにより、施設に不具合の発生が予見された場合には、改修計

画を作成し、適正に予防する等の維持管理を行います。 

また、小中学校については引き続き「小中学校大規模改造等整備方針」に

基づき、大規模改造工事を実施していきます。 

③ 
安全確保の 

実施方針 

点検により安全が損なわれると判断された場合には、緊急の修繕を実施す

るなどの必要な措置を講じます。 

④ 
耐震化の 

実施方針 

学校教育系施設については、耐震化は完了していますが、今後、耐震基準

が見直された場合には、その基準に適合させていきます。 

⑤ 
長寿命化の 

実施方針 

点検及び修繕の履歴を蓄積し、破損箇所の早期発見や中長期的な修繕計画

の立案など、可能な限り予防保全を実施するとともに、建物の長寿命化に努

めます。 

⑥ 
統合や廃止 

の推進方針 

今後の児童・生徒数の推移に大きな変化が生じた場合は、施設のあり方を

検討します。 

計画名等 

≪既存の計画≫ 

・小中学校大規模改造等整備方針 

・小中学校プール施設維持保全・管理方針 

・尾張旭市小中学校施設個別施設計画 

・学校給食センター個別施設計画 

≪今後策定する計画≫ 

・該当なし 

 

用途分類 
施設数 棟数 延床面積 指定管理施設数 

大分類 小分類 

学校教育系施設 

小学校 ９施設 70 棟 51,524 ㎡ － 

中学校 ３施設 38 棟 27,352 ㎡ － 

その他教育施設 １施設 ６棟 5,297 ㎡ － 
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７  子育て支援施設  

（１）現状と課題 

【現状】 

子育て支援施設として、市内には 12園の公立保育園があります。このうち４園は、指

定管理者によって運営されています。 

そのほか、私立保育園が３園（あさひおっきい保育園、保育所てんとう虫、レイモンド

庄中保育園）と私立幼稚園が４園（東春暁幼稚園、旭富士幼稚園、しらぎく幼稚園、愛英

本地幼稚園）あり、それぞれの施設で、本市の未就学児の保育や幼児教育を担っています。 

また、児童館は、各小学校区に１館ずつ配置され、地域の子育て支援の拠点としての役

割を担っています。公立の児童クラブも各小学校区に１施設ずつあり、児童館や小学校の

一部を利用し、放課後の児童の健全な育成及び生活の支援をしています。なお、児童館の

うち３館は、指定管理者により運営されています。 

公立保育園の多くは、昭和 40年代から昭和 50年代前半に建築されているため、全体的

に老朽化が進んでいます。 

 【課題】 

主な課題として、保育園の利用を希望しても入園できない待機児童が発生しています。

また、保育園の老朽化と併せて、送迎駐車場問題等を抱える保育園もあることから、敷地

条件等も考慮しながら適切に機能更新を図っていくことが重要です。 

 

図４-７ 子育て支援施設位置図 
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表４-７ 子育て支援施設集計 

※対象となる施設名称などの内訳は、第５章 資料編を参照してください。 

 

 

（２）管理方針 

 子育て支援施設管理方針 

基本方針 

子育て支援施設は、将来的な保育ニーズを勘案しながら整理統合など検討

していきます。また、児童館は全小学校区に設置されており、地域の子育て

支援の拠点となっていることが本市の強みでもあることから、今後もその機

能の維持に努めます。 

① 
点検・診断 

等の実施方針 

建物などの法定点検を実施するとともに、施設管理者による自主点検を随

時実施します。 

② 

維持管理・ 

修繕・更新等 

の実施方針 

定期点検などにより、施設に不具合の発生が予見された場合には、改修計

画を作成し、適正に予防する等の維持管理を行います。 

保育園は、待機児童の問題や施設の老朽化等への対応のため、更新を図り

ます。 

③ 
安全確保の 

実施方針 

点検及び診断により安全が損なわれると判断された場合には、緊急の修繕

を実施するなどの必要な措置を講じます。 

④ 
耐震化の 

実施方針 

子育て支援施設については、耐震化は完了していますが、今後、耐震基準

が見直された場合には、その基準に適合させていきます。 

⑤ 
長寿命化の 

実施方針 

点検、診断及び修繕の履歴を蓄積し、破損箇所の早期発見や中長期的な修

繕計画の立案など、可能な限り予防保全を実施し建物の長寿命化に努めます。 

⑥ 
統合や廃止 

の推進方針 

保育園については、将来的な保育ニーズを勘案しながら、更新時に併せて、

整理統合を検討していきます。 

計画名等 

≪既存の計画≫ 

・尾張旭市保育所整備・改修計画 

・幼児・児童施設個別施設計画 

≪今後策定する計画≫ 

・該当なし 

 

 

 

 

用途分類 
施設数 棟数 延床面積 指定管理施設数 

大分類 小分類 

子育て支援施設 
保育園 12 施設 19 棟 9,367 ㎡ ４施設 

幼児・児童施設 11 施設 11 棟 3,740 ㎡ ３施設 
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８  集会施設  

（１）現状と課題 

 【現状】 

本市を大きく東西南北の４つのエリアに分けると、各エリアのコミュニティ拠点施設

として、東には東部市民センター、西には渋川福祉センター、南には新池交流館・ふらっ

と、北にはスカイワードあさひが整備されています。これら４つの拠点施設は、指定管理

者により運営されています。 

   市民が集会や文化活動のために利用できる集会施設は、コミュニティ拠点施設のほか、

公民館、ふれあい会館、老人いこいの家、地域集会所、多世代交流館いきいき、山の手交

流館いきいき、城山コミュニティセンターを合わせて、合計 107施設あります。 

   中でも、中央公民館をはじめとする各公民館は、社会教育施設として講座等を開催する

など、市民の生涯学習の拠点施設としての役割を担っており、一概に集会施設と言って

も、市民生活における位置付けは様々です。 

地域集会所は、ほとんどが 100㎡程度又は未満の小規模な施設で、地元自治会等により

管理運営がされています。また、集会施設は、建築から 20 年以上経過した施設が多く、

建物や設備の老朽化が進んでいます。施設の長寿命化を図るため、中長期的な修繕計画を

検討する必要があります。 

【課題】 

主な課題として、集会施設の保有量が他の自治体を大きく上回るため、市民ニーズ等に

配慮しながら、周辺施設との統合等により、施設を適正に配置する必要があります。 

 

図４-８ 集会施設位置図 
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表４-８ 集会施設集計 

※対象となる施設名称などの内訳は、第５章 資料編を参照してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

用途分類 
施設数 棟数 延床面積 指定管理施設数 

大分類 小分類 

集会施設 

コミュニティ拠点施設 ４施設 7 棟 12,880 ㎡ ４施設 

公民館 10 施設 12 棟 9,706 ㎡ － 

ふれあい会館 ７施設 7 棟 1,661 ㎡ － 

老人いこいの家 13 施設 13 棟 2,004 ㎡ － 

地域集会所 70 施設 70 棟 5,202 ㎡ － 

その他コミュニティ施設 3 施設 3 棟 1,114 ㎡ １施設 
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（２）管理方針 

 集会施設管理方針 

基本方針 

集会施設は、地域コミュニティの拠点施設として、重要な役割を担う施設

であり、指定管理者制度の適用が可能な施設については積極的にその活用を

図るとともに、中長期的な修繕計画による維持管理・修繕を行っていきます。

また、地域集会所については、引き続き地元住民主体による維持管理を基本

に、必要に応じた支援を行っていきます。 

一方、今後の人口動向による利用状況の変化に対応するため、地域性、施

設の必要性を十分に検討し、周辺施設との統合等により、機能を維持しなが

ら、施設を適正に配置していきます。 

① 
点検・診断 

等の実施方針 

建物などの法定点検を実施するとともに、施設管理者による自主点検を随

時実施します。 

② 

維持管理・ 

修繕・更新等 

の実施方針 

定期点検などにより、施設に不具合の発生が予見された場合には、改修計

画を作成し、適正に予防するなどの維持管理を行います。 

③ 
安全確保の 

実施方針 

点検及び診断により、安全が損なわれると判断された場合には、緊急の修

繕を実施するなどの必要な措置を講じます。 

④ 
耐震化の 

実施方針 

旧耐震施設で耐震化が未実施のもので、存続が必要とされる施設は、適切

に耐震化を図ります。 

⑤ 
長寿命化の 

実施方針 

点検、診断及び修繕の履歴を蓄積し、破損箇所の早期発見や中長期的な修

繕計画の立案など、可能な限り予防保全を実施し、建物の長寿命化に努めま

す。 

⑥ 
統合や廃止 

の推進方針 

市内４か所の拠点施設と９か所の小学校区に配置した公民館を本市の集会

施設の中心とします。ふれあい会館、老人いこいの家、地域集会所について

は、老朽化等により建替えが必要な場合、施設の利用状況、周辺施設との位

置関係等を踏まえ、地域住民と合意形成を図りながら、近隣の施設との統合

や廃止を検討します。 

計画名等 

≪既存の計画≫ 

・コミュニティ拠点施設個別施設計画 

・公民館・宮浦会館個別施設計画 

・ふれあい会館及び城山コミュニティセンター個別施設計画 

・老人いこいの家（13施設）個別施設計画 

・地域集会所個別施設計画 

・多世代交流館いきいき、山の手交流館個別施設計画 

≪今後策定する計画≫ 

・該当なし 
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９  市営住宅  

（１）現状と課題 

 【現状】 

   本市には３か所の市営住宅があり、合わせて 71戸の住宅を提供しています。 

柏井住宅２号棟、旭ヶ丘住宅及び愛宕住宅は、平成11年（1999年）から平成15年（2003年）

までに建てられた比較的新しい建築物ですが、柏井住宅１号棟は昭和 47年（1972年）に

建築されているため、老朽化が進んでいます。 

 【課題】 

主な課題として、本市の人口は将来的に減少が見込まれることから、市営住宅の適正な

供給戸数を検討していく必要があります。 

 

 

図４-９ 市営住宅位置図 
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表４-９ 市営住宅集計 

※対象となる施設名称などの内訳は、第５章 資料編を参照してください。 

 

 

（２）管理方針 

 市営住宅管理方針 

基本方針 

市営住宅は、「尾張旭市市営住宅長寿命化計画」に基づき、適切な維持・修

繕を行うとともに、今後の人口推移等を踏まえつつ、適切な供給戸数につい

て検討します。 

① 
点検・診断 

等の実施方針 

「尾張旭市市営住宅長寿命化計画」に基づき、施設の日常的な保守点検や

消防設備の定期点検と法定点検を行います。 

② 

維持管理・ 

修繕・更新等 

の実施方針 

「尾張旭市市営住宅長寿命化計画」に基づき、適切な時期に予防保全的な

修繕を行うことにより、居住性等の維持・向上を図り、長期的に活用します。 

③ 
安全確保の 

実施方針 

「尾張旭市市営住宅長寿命化計画」に基づき、予防保全的な修繕・改善を

行うことで建物の安全性の向上を図ります。 

④ 
耐震化の 

実施方針 

市営住宅については、耐震化は完了していますが、今後、耐震基準が見直

された場合には、その基準に適合させていきます。 

⑤ 
長寿命化の 

実施方針 

「尾張旭市市営住宅長寿命化計画」に基づき、適正な管理に努めるととも

に、建物の長寿命化を図ります。 

⑥ 
統合や廃止 

の推進方針 

市営住宅については、適切な供給戸数とするため、今後の人口推移や県営

旭住宅の管理戸数などを考慮しながら、建替え、若しくは用途廃止を検討し

ます。 

計画名等 

≪既存の計画≫ 

・尾張旭市市営住宅長寿命化計画 

≪今後策定する計画≫ 

・該当なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

用途分類 
施設数 棟数 延床面積 指定管理施設数 

大分類 小分類 

市営住宅 市営住宅 ３施設 18 棟 5,102 ㎡ － 
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10 その他施設  

（１）現状と課題 

 【現状】 

その他施設として、駅前トイレや市営バスロータリー待合室のような交通関連施設、旭

平和墓園のトイレがあります。また、市北西部の平子の森には、約 15.2ha の敷地に、現

在は使われていない旧名古屋市立保育短期大学、旧名古屋市立緑丘小・中学校、旧名古屋

市立給食センター及び旧若松寮の４施設があり、延床面積は、約 17,000㎡になります。 

平子の森の活用については、土地も含めて、現在まで利活用の検討が進められており、

平成 27年（2015年）４月からは、旧名古屋市立緑丘小・中学校の運動場を「平子町仮設

広場」として一時利用を開始しました。その一方で、既存の建物は、旧耐震基準で建てら

れたものが多い状況です。 

地域消防防災施設ほんまるについては、運用開始前であり、暫定的にその他施設に分類

していますが、運用開始後の令和３年（2021年）６月１日からは消防防災施設に分類され

ることになります。 

 【課題】 

主な課題として、平子の森の施設は、残存維持する施設と、廃止撤去する施設を区別し

て、効率的な配置を検討する必要があります。 

  

図４-10 その他施設位置図 
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表４-10 その他施設集計 

※対象となる施設名称などの内訳は、第５章 資料編を参照してください。 

 

 

（２）管理方針 

 その他施設管理方針 

基本方針 

その他施設については、原則として現状を維持保全することとしますが、

平子の森の旧名古屋市立保育短期大学などについては、利活用の検討を進め

ます。 

① 
点検・診断 

等の実施方針 

建物などの法定点検を実施するとともに、施設管理者による自主点検を随

時実施します。 

② 

維持管理・ 

修繕・更新等 

の実施方針 

定期点検などにより、施設に不具合の発生が予見された場合には、改修計

画を作成し、適正に予防する等の維持管理を行います。 

③ 
安全確保の 

実施方針 

点検及び診断により、安全が損なわれると判断された場合には、緊急の修

繕を実施するなどの必要な措置を講じます。 

④ 
耐震化の 

実施方針 

旧耐震施設で耐震化が未実施のもので、存続が必要とされる施設は、適切

に耐震化を図ります。 

⑤ 
長寿命化の 

実施方針 

点検、診断及び修繕の履歴を蓄積し、破損箇所の早期発見や中長期的な修

繕計画の立案など、可能な限り予防保全を実施し、建物の長寿命化に努めま

す。 

⑥ 
統合や廃止 

の推進方針 

長期的な利活用方法の検討と並行して、利用可能な建物の暫定利用及び売

却可能資産の処分について検討を進めます。 

計画名等 

≪既存の計画≫ 

・駅前広場トイレ・旭平和墓園トイレ個別施設計画 

≪今後策定する計画≫ 

・該当なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

用途分類 
施設数 棟数 延床面積 指定管理施設数 

大分類 小分類 

その他施設 その他施設 15 施設 59 棟 19,022 ㎡ － 
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４－２ インフラ施設 

１  道路   

（１）現状と課題 

 【現状】 

本市が管理する認定道路は、総延長が 338,211ｍ、面積が 2,160,668㎡となっています。 

幹線道路である１級・２級市道の延長合計は 65,460ｍあり、その他市道に優先して整

備が行われています。 

 【課題】 

主な課題として、舗装の耐用年数 15 年を経過した道路について、打替え⑩等の対応が

求められます。 

 表４-11 道路総量内訳 

 

・道路面積とその割合は、端数処理により、合計値と一致しない場合があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

338,211 m 2,160,668 ㎡

1級市道 27,549 m 8.1% 372,729 ㎡ 17.3%

2級市道 37,911 m 11.2% 324,435 ㎡ 15.0%

その他市道 272,751 m 80.6% 1,463,504 ㎡ 67.7%

道路延長 面積

道路

内

訳

用語解説 

⑩打替え：破損した舗装の一部又は全部を取り去り、新しく舗装を設けること。 
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（２）管理方針 

 道路管理方針 

基本方針 

道路については、「幹線道路補修計画」に基づき、計画的かつ効率的に適切

な維持・修繕を図り、安全な道路施設を維持します。また、国土交通省が定め

た「総点検実施要領（案）[舗装編]」と同様に、５年ごとに計画を見直しま

す。 

① 
点検・診断 

等の実施方針 

適切な定期点検、職員による日常パトロール点検を実施します。 

また、エスカレータ、昇降機については専門業者による点検を実施します。 

② 

維持管理・ 

修繕・更新等 

の実施方針 

「幹線道路補修計画」に基づく計画的な修繕のほか、市の道路パトロール

や市民等からの情報提供により、確認された道路損傷について、速やかに修

繕対応を行います。 

道路付帯施設のエスカレータ等について、安全性等の確保の観点から必要

な更新を行います。 

なお、道路照明灯の更新に際しては、ＬＥＤ化の推進を図ります。 

③ 
安全確保の 

実施方針 

利用者の安全が損なわれると判断される場合には、緊急の修繕を行い、安

全を確保します。 

④ 
耐震化の 

実施方針 

道路構造物の耐震性を維持するため、必要に応じて耐震診断を実施する等

の対策を検討します。 

⑤ 
長寿命化の 

実施方針 

点検、診断、路面性状調査及び修繕の履歴を蓄積し、破損個所の早期発見、

中長期的な修繕計画の立案など、可能な限り予防保全により長寿命化に努め

ます。 

⑥ 
統合や廃止 

の推進方針 
該当の方針なし 

計画名等 

≪既存の計画≫ 

・幹線道路補修計画 

・横断歩道橋補修計画 

≪今後策定する計画≫ 

・該当なし 
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２  橋梁  

（１）現状と課題 

 【現状】 

本市が所有する橋梁は、76橋あり、総延長は 1,238ｍ、面積は 8,301㎡となっています。 

構造別では、鉄筋コンクリート橋（RC橋）が 33橋と最も多いですが、小規模な橋が多

いため、橋長は全体の 12.5%、面積は 12.3%となっています。 

プレストレストコンクリート橋（PC橋）は、RC橋よりも少ない 23橋ですが、橋長は全

体の 47.2%、面積は 60.4%を占めています。 

 【課題】 

主な課題として、小規模な橋梁を中心に、架設年度不明のものが多く存在しており、こ

れらについて老朽度の調査と安全対策が必要になります。（第２章(P.９)図２-３参照） 

 

表４-12 橋梁総量内訳 

 

 

 

 

  

76 橋 1,238 m 8,301 ㎡

PC橋 23 橋 30.3% 584 m 47.2% 5,014 ㎡ 60.4%

RC橋 33 橋 43.4% 155 m 12.5% 1,021 ㎡ 12.3%

鋼橋 8 橋 10.5% 428 m 34.6% 1,747 ㎡ 21.0%

その他構造 12 橋 15.8% 71 m 5.7% 519 ㎡ 6.3%

橋数 橋長 面積

橋梁

内

訳



第４章 施設類型ごとの管理に関する基本的な方針 

 

 69 

 

（２）管理方針 

 橋梁管理方針 

基本方針 

橋梁については、「尾張旭市橋梁長寿命化修繕計画」に基づき、定期的な点

検と健全度の診断を実施し、事後的な修繕・架け替えから予防保全型の対応

に転換し、長寿命化によるコスト削減を図り、橋梁の維持管理に取り組みま

す。  

① 
点検・診断 

等の実施方針 

橋梁の健全度を把握するため、愛知県の「橋梁点検要領（案）」に基づき定

期的に点検を実施し、橋梁の損傷やその原因を早期に把握します。 

日常的な維持管理においては、橋梁の保全を図るため、日常的な点検とし

て、パトロールを実施します。 

② 

維持管理・ 

修繕・更新等 

の実施方針 
「尾張旭市橋梁長寿命化修繕計画」に基づき、計画的に修繕を実施します。 

③ 
安全確保の 

実施方針 

「尾張旭市橋梁長寿命化修繕計画」に基づき、点検・診断結果等から安全

が損なわれると判断された場合には、早期に適切な修繕を行い、地域の道路

網の安全性・信頼性を確保します。 

④ 
耐震化の 

実施方針 

橋梁の耐震性を維持するため、必要に応じて耐震診断を実施する等の対策

を検討します。 

⑤ 
長寿命化の 

実施方針 

「尾張旭市橋梁長寿命化修繕計画」に基づいて実施した点検、診断及び修

繕の履歴を蓄積し、破損個所の早期発見や予防保全により長寿命化に努めま

す。 

「尾張旭市橋梁長寿命化修繕計画」は、橋梁点検実施年度（５年に１度の

頻度で実施）の翌年度に見直します。 

⑥ 
統合や廃止 

の推進方針 
該当の方針なし 

計画名等 

≪既存の計画≫ 

・尾張旭市橋梁長寿命化修繕計画 

≪今後策定する計画≫ 

・該当なし 
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３  上水道（管路）及び上水道建築物  

（１）現状と課題 

 【現状】 

本市の上水道は、愛知県高蔵寺浄水場から浄水処理された水の供給を受けており、浄水

場から配水場までの送水管は愛知県が管理しています。 

本市が管理する上水道（管路）は、配水場から市内の各家庭や事業所等に水道水を送る

配水管です。 

上水道建築物としては、上水道施設管理センターのほか配水場や調整池等があり、上水

道施設管理センターでは、配水場や調整池等の各施設や配水状況等を管理しています。 

 【課題】 

   主な課題として、今後、上水道（管路）、上水道建築物ともに老朽化が進行することか

ら、安全で安心な水の供給や、健全な経営を持続するために、計画的な維持管理や更新等

について検討する必要があります。 

表４-13 上水道（管路）総量内訳 

 

 

 

図４-11 上水道建築物位置図 

399,694 ｍ

ダクタイル鋳鉄管 283,074 ｍ 70.8%

ビニル管 99,106 ｍ 24.8%

鋼管 3,614 ｍ 0.9%

ポリエチレン管 13,900 ｍ 3.5%

内

訳

管路延長

配水管
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表４-14 上水道建築物集計 

※対象となる施設名称などの内訳は、第５章 資料編を参照してください。 

 

 

（２）管理方針 

 上水道（管路）及び上水道建築物の管理方針 

基本方針 

上水道（管路）及び上水道建築物について、施設・設備の適正な維持・管理

を進めるとともに、今後、老朽化施設が急増する中、安全で安定した水の供

給と健全経営を維持していきます。 

① 
点検・診断 

等の実施方針 

上水道（管路）及び水道資材倉庫以外の上水道建築物について、保守管理

業務委託による週１回の見回り点検と、電気機械設備保守点検委託による年

１回の点検を実施しており、こうした定期的な点検を継続します。 

② 

維持管理・ 

修繕・更新等 

の実施方針 

定期点検などにより、施設に不具合の発生が予見された場合には、改修計

画を作成し、適正に不具合を予防する等の維持管理を行います。 

上水道（管路）のうち、老朽化した塩化ビニル管については、「老朽管更新

事業計画」に基づき、更新を実施します。 

③ 
安全確保の 

実施方針 

点検及び診断により安全が損なわれると判断された場合には、緊急の修繕

を実施するなどの必要な措置を講じます。 

④ 
耐震化の 

実施方針 

上水道（管路）については、「幹線水道管耐震化基本計画」に基づき、幹線

水道管の適切な耐震化を実施します。 

上水道建築物のうち、耐震化が未実施の施設については、適切に耐震化を

図ります。 

⑤ 
長寿命化の 

実施方針 

点検、診断及び修繕の履歴を蓄積し、破損箇所の早期発見や中長期的な修

繕計画の立案など、可能な限り予防保全を実施し、施設の長寿命化に努めま

す。 

⑥ 
統合や廃止 

の推進方針 

施設の更新時期などを見据え、施設規模の見直しや統廃合等について検討

します。 

計画名等 

≪既存の計画≫ 

・老朽管更新事業計画 

・幹線水道管耐震化基本計画 

・水道施設長寿命化計画 

≪今後策定する計画≫ 

・該当なし 

 

 

用途分類 
施設数 棟数 延床面積 指定管理施設数 

大分類 小分類 

上水道建築物 上水道建築物 ８施設 15 棟 911 ㎡ － 
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４  下水道（管路）及び下水道建築物  

（１）現状と課題 

 【現状】 

   本市の公共下水道は、東部処理区と西部処理区の２つの区域で整備が進められ、東部処

理区は昭和 61年（1986年）１月に、西部処理区は平成 12年（2000年）６月に供用を開

始しました。また、排除方式としては、汚水と雨水を別々に排除する「分流式」を採用し

ています。 

このうち、汚水に関して、管路（汚水管）の総延長は、表４-15で示すように 297,063

ｍあり、下水道建築物として、両処理区それぞれに終末処理場である東部浄化センターと

西部浄化センターの２施設が稼働しています。 

一方、雨水に関して、雨水排水区域面積は 1,879.2haで、一級河川矢田川、天神川に流

入するもの、準用河川石原川などに流入するもの及び、区画整理事業等で整備済の雨水管

渠に流入するものに区分された排水区域があります。また、管路（雨水管）の総延長は、

表４-16で示すように 116,250ｍあります。 

 【課題】 

   汚水管については、第２章（P.11）図２-６で示したように、昭和 50年代後半以降に本

格的に下水道整備が進められました。国土交通省通知「下水道施設の改築について」で定

められた標準耐用年数である 50年を経過した管渠はまだないものの、今後、標準耐用年

数に近づく管路が急増するため、補修・更新の早期対応が必要となります。 

雨水管は、延長の６割以上が布設年度が不明となっており、老朽度の確認が必要です。 

本市では、東海豪雨以降、道路冠水か所の雨水管整備など雨水対策に取り組んできてい

ますが、全ての解消には至らず、大雨時には道路冠水が発生することがあるため、今後も

雨水対策への取組が市民の安全・安心のために重要となります。 

東部浄化センターは、今後、水処理設備の改築・更新が必要となります。また、西部浄

化センターについても、水処理設備の増設、改築・更新が必要となります。 

表４-15 汚水管総量内訳 

 

表４-16 雨水管総量内訳 

 

 

 

 

 

297,063 ｍ

塩化ビニル管 148,889 ｍ 50.1%

コンクリート管 93,576 ｍ 31.5%

陶管 52,927 ｍ 17.8%

その他 1,671 ｍ 0.6%

汚水管

管路延長

内

訳

116,250 ｍ

コンクリート管 111,430 ｍ 95.9%

塩化ビニル管 4,785 ｍ 4.1%

その他 35 ｍ 0.0%

雨水管

管路延長

内

訳
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図４-12 下水道建築物位置図 

 

 

表４-17 下水道建築物集計 

※対象となる施設名称などの内訳は、第５章 資料編を参照してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

用途分類 
施設数 棟数 延床面積 指定管理施設数 

大分類 小分類 

下水道建築物 下水道建築物 ２施設 ９棟 19,923 ㎡ － 
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（２）管理方針 

 下水道（管路）及び下水道建築物の管理方針 

基本方針 

下水道（管路）及び下水道建築物については、施設・設備の適正な維持管理

を進めるとともに、処理区域の改変や統合、施設の老朽化対策等の検討を進

めます。 

特に汚水管は、今後、標準的に示される耐用年数を迎えるものが増加する

ため、点検・調査により、損傷等を早期に発見し、修繕を行うことで、将来予

想される膨大な更新費の平準化に努めます。 

下水道建築物（浄化センター）は、設備の改築・更新に合わせて、より効率

的な運営の検討を進めます。 

① 
点検・診断 

等の実施方針 

汚水管は、定期的にマンホール点検を行い、必要に応じて浚 渫
しゅんせつ

⑪などの維

持管理、カメラ調査を行います。幹線管路については、年間約 700ｍの管内カ

メラ調査を行い、必要に応じて補修をします。 

② 

維持管理・ 

修繕・更新等 

の実施方針 

汚水管の新設については、「公共下水道事業基本計画」に基づき実施します。

施設の改築更新・修繕については、「下水道ストックマネジメント計画」に基

づき実施します。雨水管は、昭和 60年（1985年）３月に策定された「雨水排

水総合計画」を平成 30年度に「雨水管理総合計画」として再編し、計画的に

整備を進めています。 

③ 
安全確保の 

実施方針 

点検・調査の頻度を増やし、損傷等の早期発見と修繕に対応し、管路上部

の通行者の安全性を確保します。浸水することが想定される区域は、効率的

に浸水対策を図っていきます。 

④ 
耐震化の 

実施方針 

「下水道総合地震対策計画」に基づき、重要管路の耐震化を実施し、適切

な耐震性能を確保します。 

⑤ 
長寿命化の 

実施方針 

点検、診断及び修繕の履歴を蓄積し、破損箇所の早期発見や中長期的な修

繕計画の立案など、可能な限り予防保全を実施し、建物の長寿命化に努めま

す。また、「下水道ストックマネジメント計画」において、施設・設備の長寿

命化についても検討しています。 

⑥ 
統合や廃止 

の推進方針 

浄化センターの各種施設・設備の更新に伴い、財政事情等を考慮しながら、

公共下水道事業基本計画の見直しにより、効率的な運営の検討を進めます。 

計画名等 

≪既存の計画≫ 

・公共下水道事業基本計画 ・雨水管理総合計画 

・下水道ストックマネジメント計画 ・下水道総合地震対策計画 

≪今後策定する計画≫ 

・該当なし 

 

 

 
用語解説 

⑪浚渫（しゅんせつ）：港湾・河川などの水深を深くするため，水底をさらって土砂などを取り除くこと。ここでは、管内の土

砂などの堆積物を取り除くことをさします。 
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５  公園・広場等  

（１）現状と課題 

 【現状】 

   本市には、公園や広場等が合わせて 133 か所あり、敷地面積の合計は 633,128 ㎡とな

っています。 

公園の内訳としては、街区に居住する者の利用に供することを目的とする街区公園が

62か所、近隣に居住する者の利用に供することを目的とする近隣公園が３か所、主として

徒歩圏内に居住する者の利用に供することを目的とする地区公園が１か所、都市住民全般

の休息、観賞、散歩、遊戯、運動等総合的な利用に供することを目的とする総合公園が１

か所あります。 

敷地規模の大きな公園等としては、矢田川河川緑地（緑地、159,200㎡）、城山公園（総

合公園、95,000 ㎡）、旭平和墓園（墓園、65,400 ㎡）、新池公園（地区公園、49,000 ㎡）

などがあります。 

表４-18 公園・広場等総量内訳 

 

 

建築物（東屋やトイレ、倉庫等）がある公園は 52施設で、建築物の床面積は総じて

小規模なものです。また、公園の多くは土地区画整理事業実施区域内に分布しています。 

旭平和墓園は都市公園としての側面もありますが、トイレや休憩所を備えていますの

で、用途分類はその他施設に分類しています。 

【課題】 

主な課題として、土地区画整理事業などで整備した多くの公園は、同時期に整備され

ているため、老朽化が同時進行し、修繕時期が集中するため今後の検討が必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

施設数 敷地面積

133 か所 633,128 ㎡

街区公園 62 か所 153,400 ㎡

近隣公園 3 か所 47,000 ㎡

地区公園 1 か所 49,000 ㎡

総合公園 1 か所 95,000 ㎡

墓園 1 か所 65,400 ㎡

緑道 1 か所 4,800 ㎡

緑地 13 か所 186,300 ㎡

児童遊園 3 か所 1,200 ㎡

ちびっ子広場 41 か所 26,152 ㎡

公共広場 7 か所 4,875 ㎡

公園・広場等

内

訳
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図４-13 公園建築物位置図 
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表４-19 公園建築物集計 

※対象となる施設名称などの内訳は、第５章 資料編を参照してください。 

 

 

（２）管理方針 

 公園・広場等管理方針 

基本方針 

公園・広場等のうち、土地区画整理事業などで整備した公園は、地域で同

時期に老朽化が進みます。そこに設置された建築物を含め、膨大な施設を同

時に修繕することは難しいため、修繕計画等をたてることで段階的に修繕を

図っていきます。また、老朽化が進んでいる公園は、利用状況を踏まえ、改修

を検討します。 

① 
点検・診断 

等の実施方針 

建物などの法定点検を定期的に実施するとともに、施設管理者による自主

点検を随時実施します。 

② 

維持管理・ 

修繕・更新等 

の実施方針 

定期点検などにより、施設に不具合の発生が予見された場合には、改修計

画を作成し、適正に予防する等の維持管理を行います。 

③ 
安全確保の 

実施方針 

点検及び診断により安全が損なわれると判断された場合には、緊急の修繕

を実施するなどの必要な措置を講じます。 

④ 
耐震化の 

実施方針 
該当の方針なし 

⑤ 
長寿命化の 

実施方針 

点検、診断及び修繕の履歴を蓄積し、破損箇所の早期発見や中長期的な修

繕計画の立案など、可能な限り予防保全を実施し、建物の長寿命化に努めま

す。 

⑥ 
統合や廃止 

の推進方針 
該当の方針なし 

計画名等 

≪既存の計画≫ 

・該当なし 

≪今後策定する計画≫ 

・公園施設長寿命化計画 

 

 

 

 

 

 

用途分類 
施設数 棟数 延床面積 指定管理施設数 

大分類 小分類 

公園建築物 公園建築物 52 施設 86 棟 951 ㎡ － 
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６  河川  

（１）現状と課題 

 【現状】 

本市が管理する準用河川は、郷倉川、二反田川、石原川で、総延長は 2.85 km とな

っています。 

郷倉川は、平成３年（1991 年）以降、旭ケ丘町から城山町の一部区域（延長 2.05 

km）が公共下水道雨水幹線として整備され、現在の延長である 0.80kmになりました。 

また、郷倉川は１級河川天神川に、二反田川と石原川は１級河川矢田川に合流して

います。 

【課題】 

主な課題として、二反田川の樋門⑫は整備後 40 年を超え老朽化が進行しているた

め、浸水対策を踏まえた改修を図る必要があります。 

 

 

図４-14 準用河川位置図 

 

 

 

 

用語解説 

⑫樋門：河川又は水路を横断して設けられる制水施設であって、堤防の機能を有し、堤防内に暗渠を挿入して設けられるもの。 
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表４-20 準用河川総量内訳 

名称 延長 平均幅 流域面積 

郷倉川 0.80km － － 

二反田川 0.35km 6.0m 0.30k ㎡ 

石原川 1.70km 4.0m 0.67k ㎡ 

 

（２）管理方針 

 河川管理方針 

基本方針 

近年の局所的集中豪雨による道路冠水被害を踏まえ、準用河川における護

岸の老朽化への対応など、浸水対策に取り組むとともに適切な維持・修繕を

図り、安全・安心な生活のための雨水対策に取り組みます。 

① 
点検・診断 

等の実施方針 
日常的な点検として、職員による日常パトロールを実施します。 

② 

維持管理・ 

修繕・更新等 

の実施方針 

河川構造物への損傷等が発見され早期に措置が必要と判断された場合に

は、修繕を実施するなどの必要な措置を講じます。 

③ 
安全確保の 

実施方針 
継続的に雨水対策により、安全確保に努めます。 

④ 
耐震化の 

実施方針 

水門、樋門、樋管等の河川構造物において、耐震性能の高度化が必要な場

合には、必要な措置を講じます。 

⑤ 
長寿命化の 

実施方針 
該当の方針なし 

⑥ 
統合や廃止 

の推進方針 
該当の方針なし 

計画名等 

≪既存の計画≫ 

・雨水排水施設総合計画 

≪今後策定する計画≫ 

・該当なし 
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７  農業用施設  

（１）現状と課題 

 【現状】 

   本市の農業用水路は、開水路が 28,135ｍ、管水路が 18,889ｍとなっています。 

市内のため池は７か所あり、整備改修後、年数が長い施設は 47年を経過し、老朽化が

進行しています。 

本市のため池は、愛知県が実施した耐震診断結果によって策定した「耐震対策整備計画」

に基づき、耐震工事が必要なため池について平成 25年度から順次工事を実施し、平成 31

年度に全て完了しています。 

【課題】 

主な課題として、農業用施設は、本市の農業振興のみならず、周辺地域の安全確保等の

観点からも、老朽化施設の改修などを計画的に行っていく必要があります。 

 

図４-15 農業用施設位置図 
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表４-21 農業用施設総量内訳 

種別 名称 延長 

農業用水路 
開水路 28,135m 

管水路 18,889m 

種別 名称 面積 

ため池 

維摩池 109,300 ㎡ 

濁池 108,353 ㎡ 

長池 37,714 ㎡ 

大森池 18,100 ㎡ 

雨池 19,100 ㎡ 

新池 49,906 ㎡ 

平池 36,901 ㎡ 

（２）管理方針 

 農業用施設管理方針 

基本方針 
農業用水路及びため池は、本市の農業を維持していくため、必要不可欠な

施設であり、中長期的な計画による維持管理を実施します。 

① 
点検・診断 

等の実施方針 
施設管理者による自主点検を随時実施します。 

② 

維持管理・ 

修繕・更新等 

の実施方針 

ため池については、「尾張旭市ため池保全計画」に基づいて、維持管理を行

います。 

農業用水路については、平成 24年度（2012年度）に実施した老朽度調査の

結果に基づき、順次改修工事を実施していきます。 

③ 
安全確保の 

実施方針 

点検及び診断により安全が損なわれると判断された場合には、緊急の修繕

を実施するなどの必要な措置を講じます。 

④ 
耐震化の 

実施方針 
該当の方針なし 

⑤ 
長寿命化の 

実施方針 

農業用水路及びため池は、定期的な機能診断と継続的な施設管理を行い、

施設の長寿命化を図ります。 

⑥ 
統合や廃止 

の推進方針 
該当の方針なし 

計画名等 

≪既存の計画≫ 

・尾張旭市ため池保全計画 

≪今後策定する計画≫ 

・該当なし 
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第５章 資料編 

５－１ 施設類型ごとの公共建築物及びインフラ系建築物一覧 

一覧表は、令和２年度（2020年度）末時点の状況により作成したものです（「児童生徒数」

は令和２年（2020 年）５月１日現在、「給食実施食数」は令和２年（2020 年）６月９日現

在、「園児数」は令和２年（2020年）４月１日現在の人数です。）。なお、「年間利用者数」

には、不特定多数を対象としたイベントの参加人数は含まれていません。 

１  行政系施設  
用途 

小分類 
施設名称 棟数 延床面積 建築年度 

経過 

年数 
指定管理 

耐震 

補強 

年間 

利用者数 

庁舎等 市役所 12 棟 10,954.4 ㎡ 
昭和 44 年 

～令和 2 年 

１年 

～52 年 
- 実施済 - 

その他 

行政系施設 

環境事業センター １棟 182.0 ㎡ 令和 2 年 1 年 - 不要 - 

リサイクルひろば 

クルクル 
1 棟 103.0 ㎡ 令和 2 年 1 年 - 不要 - 

土木機材倉庫 

（上の山） 
１棟 148.5 ㎡ 平成９年 24 年 - 不要 - 

※環境事業センター及びリサイクルひろばクルクルは、リース方式施設です。 

 

２  消防防災施設  
用途 

小分類 
施設名称 棟数 延床面積 建築年度 

経過 

年数 
指定管理 

耐震 

補強 

消防署 
消防本部・ 

消防署 
６棟 2,423.2 ㎡ 

昭和 46 年 

～平成 22 年 

11 年 

～50 年 
- 実施済 

消防団 

第一分団車庫 １棟 60.0 ㎡ 平成 8 年 25 年 - 不要 

第二分団車庫 1 棟 89.3 ㎡ 平成 16 年 17 年 - 不要 

第三分団車庫 1 棟 76.8 ㎡ 平成 26 年 7 年 - 不要 

第四分団車庫 1 棟 77.7 ㎡ 平成 25 年 8 年 - 不要 

第五分団車庫 1 棟 62.4 ㎡ 平成元年 32 年 - 不要 

第六分団車庫 1 棟 61.1 ㎡ 昭和 53 年 43 年 - 不要 

防災倉庫 

東部防災倉庫 1 棟 156.0 ㎡ 昭和 51 年 45 年 - 未実施 

西部防災倉庫 1 棟 148.7 ㎡ 平成 8 年 25 年 - 不要 

南部防災倉庫 1 棟 148.5 ㎡ 平成 9 年 24 年 - 不要 
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３  保健・福祉施設  
用途 

小分類 
施設名称 棟数 延床面積 建築年度 

経過 

年数 
指定管理 

耐震 

補強 

年間 

利用者数 

保健施設 保健福祉センター １棟 4,238.7 ㎡ 平成 13 年 20 年 - 不要 29,050 人 

児童福祉 

施設 
ピンポンパン教室 ４棟 288.8 ㎡ 

昭和 51 年 

～平成 22 年 

11 年 

～45 年 
- 不要 291 人 

４  文化・社会教育施設  
用途 

小分類 
施設名称 棟数 延床面積 建築年度 

経過 

年数 
指定管理 

耐震 

補強 

年間 

利用者数 

図書館 図書館 2 棟 1,393.3 ㎡ 
昭和 55 年 

～平成 16 年 

17 年 

～41 年 
- 実施済 156,349 人 

文化施設 文化会館 1 棟 5,857.7 ㎡ 昭和 55 年 41 年 
平成 19 年度

～ 
実施済 33,329 人 

歴史文化 

施設 

どうだん亭 2 棟 277.0 ㎡ 
享保 8 年 

～昭和 42 年 

54 年 

～299 年 
- - 2,369 人 

狩宿郷倉 1 棟 11.3 ㎡ - - - - - 

復元古民家 1 棟 87.8 ㎡ 文化 13 年 206 年 - - - 

５  スポーツ・レジャー系施設  
用途 

小分類 
施設名称 棟数 延床面積 建築年度 

経過 

年数 
指定管理 

耐震 

補強 

年間 

利用者数 

スポーツ施設 

総合体育館 2 棟 3,912.5 ㎡ 
昭和 52 年 

～昭和 61 年 

35 年 

～44 年 

平成 20 年度

～ 
実施済 126,524 人 

弓道場 1 棟 136.4 ㎡ 昭和 52 年 44 年 
平成 20 年度

～ 
未実施 3,949 人 

城山公園 

スポーツ施設 
3 棟 94.3 ㎡ 

昭和 52 年 

～平成 16 年 

17 年 

～44 年 

平成 20 年度

～ 
未実施 31,585 人 

市民プール 2 棟 428.7 ㎡ 昭和 53 年 43 年 
平成 19 年度

～ 
不要 15,853 人 

旭ケ丘 

運動広場 
2 棟 111.7 ㎡ 昭和 57 年 39 年 

平成 20 年度

～ 
不要 25,115 人 

晴丘運動広場 1 棟 56.2 ㎡ 昭和 62 年 34 年 
平成 20 年度

～ 
不要 16,772 人 

南グランド 1 棟 64.0 ㎡ 平成 2 年 31 年 
平成 20 年度

～ 
不要 43,560 人 

旭中学校スポーツ 

開放施設 
1 棟 15.93 ㎡ 平成 2 年 31 年 - 不要 8,455 人 

東中学校スポーツ 

開放施設 
1 棟 15.93 ㎡ 平成 3 年 30 年 - 不要 9,309 人 

西中学校スポーツ 

開放施設 
1 棟 15.93 ㎡ 平成元年 32 年 - 不要 10,577 人 

観光レジャー 

施設 

旭城 1 棟 460.9 ㎡ 昭和 52 年 44 年 
平成 21 年度

～ 
不要 464 人 

尾張あさひ苑 5 棟 2,124.1 ㎡ 
昭和 54 年 

～昭和 56 年 

40 年 

～42 年 

平成 18 年度

～ 
実施済 3,791 人 
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６  学校教育系施設  
用途 

小分類 
施設名称 棟数 延床面積 建築年度 

経過 

年数 
指定管理 

耐震 

補強 

児童 

生徒数 

小学校 

旭小学校 6 棟 4,968.0 ㎡ 
昭和 49 年 

～平成 12 年 

21 年 

～47 年 
- 実施済 460 人 

東栄小学校 9 棟 5,945.0 ㎡ 
昭和 40 年 

～平成 27 年 

6 年 

～56 年 
- 実施済 516 人 

渋川小学校 7 棟 5,365.0 ㎡ 
昭和 53 年 

～平成 17 年 

16 年 

～43 年 
- 実施済 343 人 

本地原小学校 11 棟 5,825.0 ㎡ 
昭和 40 年 

～平成 9 年 

24 年 

～56 年 
- 実施済 575 人 

城山小学校 11 棟 6,157.0 ㎡ 
昭和 45 年 

～平成 20 年 

13 年 

～51 年 
- 実施済 670 人 

白鳳小学校 7 棟 6,122.0 ㎡ 
昭和 47 年 

～平成 20 年 

13 年 

～49 年 
- 実施済 656 人 

瑞鳳小学校 6 棟 5,715.0 ㎡ 
昭和 51 年 

～平成 10 年 

23 年 

～45 年 
- 実施済 390 人 

旭丘小学校 6 棟 5,612.0 ㎡ 
昭和 54 年 

～平成 16 年 

17 年 

～42 年 
- 実施済 592 人 

三郷小学校 7 棟 5,815.0 ㎡ 
昭和 57 年 

～平成 10 年 

23 年 

～39 年 
- 不要 513 人 

中学校 

旭中学校 11 棟 10,053.0 ㎡ 
昭和 37 年 

～平成 6 年 

27 年 

～59 年 
- 実施済 865 人 

東中学校 14 棟 9,025.0 ㎡ 
昭和 51 年 

～平成 4 年 

29 年 

～45 年 
- 実施済 793 人 

西中学校 13 棟 8,274.0 ㎡ 
昭和 55 年 

～平成 4 年 

29 年 

～41 年 
- 実施済 719 人 

 

用途 

小分類 
施設名称 棟数 延床面積 建築年度 

経過 

年数 
指定管理 

耐震 

補強 

給食 

実施食数 

その他 

教育施設 

学校給食 

センター 
6 棟 5,296.5 ㎡ 平成 22 年 11 年 - 不要 

7,697 食 

 ※ 

※調理能力：8,000食 
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７  子育て支援施設  
用途 

小分類 
施設名称 棟数 延床面積 建築年度 

経過 

年数 
指定管理 

耐震 

補強 
園児数 

保育園 

東部保育園 1 棟 705.3 ㎡ 昭和 49 年 47 年 
平成 25 年度

～ 
実施済 93 人 

中部保育園 2 棟 764.3 ㎡ 
昭和 50 年 

～平成 13 年 

20 年 

～46 年 
- 不要 107 人 

西部保育園 2 棟 763.1 ㎡ 
昭和 51 年 

～平成 13 年 

20 年 

～45 年 
- 不要 111 人 

藤池保育園 2 棟 1,132.9 ㎡ 
昭和 38 年 

～平成 17 年 

16 年 

～58 年 
- 実施済 147 人 

本地ヶ原保育園 1 棟 734.3 ㎡ 昭和 62 年 34 年 - 不要 119 人 

茅ヶ池保育園 1 棟 1,227.6 ㎡ 平成 19 年 14 年 
平成 20 年度

～ 
不要 108 人 

川南保育園 3 棟 1,002.4 ㎡ 
昭和 45 年 

～平成 26 年 

7 年 

～51 年 
- 実施済 115 人 

西山保育園 2 棟 771.0 ㎡ 
昭和 45 年 

～平成 22 年 

11 年 

～51 年 
- 実施済 96 人 

あたご保育園 1 棟 586.2 ㎡ 昭和 46 年 50 年 - 実施済 76 人 

柏井保育園 1 棟 713.1 ㎡ 昭和 52 年 44 年 - 不要 108 人 

稲葉保育園 2 棟 474.6 ㎡ 昭和 52 年 44 年 
平成 23 年度

～ 
不要 54 人 

はんのき保育園 1 棟 492.5 ㎡ 平成 17 年 16 年 
平成 26 年度

～ 
不要 25 人 

 

用途 

小分類 
施設名称 棟数 延床面積 建築年度 

経過 

年数 
指定管理 

耐震 

補強 

年間 

利用者数 

幼児・ 

児童施設 

藤池児童館 1 棟 320.4 ㎡ 昭和 56 年 40 年 - 不要 5,179 人 

白鳳児童館 1 棟 341.4 ㎡ 昭和 62 年 34 年 - 不要 6,055 人 

平子児童館 1 棟 386.0 ㎡ 昭和 63 年 33 年 - 不要 6,647 人 

本地ヶ原児童館 1 棟 378.0 ㎡ 平成元年 32 年 - 不要 4,788 人 

瑞鳳児童館 1 棟 443.3 ㎡ 平成 2 年 31 年 
平成 28 年度

～ 
不要 9,226 人 

三郷児童館 1 棟 373.6 ㎡ 平成 3 年 30 年 
平成 22 年度

～ 
不要 5,568 人 

中部児童館 1 棟 393.3 ㎡ 平成 4 年 29 年 - 不要 4,317 人 

旭丘児童館 1 棟 399.2 ㎡ 平成 5 年 28 年 - 不要 5,120 人 

渋川児童館 1 棟 455.3 ㎡ 平成 9 年 24 年 
平成 28 年度

～ 
不要 12,959 人 

本地ヶ原 

児童クラブ 
1 棟 99.7 ㎡ 平成 9 年 24 年 - 不要 - 

三郷児童クラブ 1 棟 149.9 ㎡ 平成 22 年 11 年 - 不要 - 
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８  集会施設  

集会施設（その１） 

用途 

小分類 
施設名称 棟数 延床面積 建築年度 

経過 

年数 
指定管理 

耐震 

補強 

年間 

利用者数 

コミュニティ 

拠点施設 

東部市民センター 1 棟 2,456.7 ㎡ 平成元年 32 年 
平成 22 年度

～ 
不要 41,619 人 

渋川福祉センター 2 棟 3,378.5 ㎡ 平成 9 年 24 年 
平成 22 年度

～ 
不要 74,717 人 

新池交流館・ 

ふらっと 
1 棟 2,497.3 ㎡ 平成 19 年 14 年 

平成 20 年度

～ 
不要 53,690 人 

スカイワードあさひ 3 棟 4,547.9 ㎡ 平成 4 年 29 年 
平成 21 年度

～ 
不要 65,463 人 

公民館 

中央公民館 3 棟 4,517.8 ㎡ 
昭和 41 年 

～昭和 59 年 

37 年 

～55 年 
- 不要 91,484 人 

瑞鳳公民館 1 棟 544.5 ㎡ 昭和 54 年 42 年 - 不要 8,104 人 

三郷公民館 1 棟 513.3 ㎡ 昭和 56 年 40 年 - 不要 6,299 人 

藤池公民館 1 棟 519.8 ㎡ 昭和 57 年 39 年 - 不要 12,273 人 

平子公民館 1 棟 558.4 ㎡ 昭和 58 年 38 年 - 不要 10,179 人 

本地原公民館 1 棟 536.3 ㎡ 昭和 58 年 38 年 - 不要 11,752 人 

白鳳公民館 1 棟 590.9 ㎡ 昭和 62 年 34 年 - 不要 9,289 人 

旭丘公民館 1 棟 580.8 ㎡ 昭和 63 年 33 年 - 不要 15,100 人 

渋川公民館 1 棟 816.6 ㎡ 平成 8 年 25 年 - 不要 16,746 人 

宮浦会館 1 棟 527.5 ㎡ 昭和 54 年 42 年 - 不要 6,488 人 

ふれあい 

会館 

旭ケ丘 

ふれあい会館 
1 棟 171.9 ㎡ 平成 4 年 29 年 - 不要 3,875 人 

大久手 

ふれあい会館 
1 棟 129.2 ㎡ 平成 5 年 28 年 - 不要 2,206 人 

吉岡 

ふれあい会館 
1 棟 148.8 ㎡ 平成 6 年 27 年 - 不要 3,172 人 

印場 

ふれあい会館 
1 棟 402.6 ㎡ 平成 7 年 26 年 - 不要 8,954 人 

霞ケ丘 

ふれあい会館 
1 棟 288.7 ㎡ 平成 7 年 26 年 - 不要 1,695 人 

東印場 

ふれあい会館 
1 棟 268.3 ㎡ 平成 8 年 25 年 - 不要 13,655 人 

北本地ケ原 

ふれあい会館 
1 棟 251.3 ㎡ 平成 9 年 24 年 - 不要 13,379 人 
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集会施設（その２） 

用途 

小分類 
施設名称 棟数 延床面積 建築年度 

経過 

年数 
指定管理 

耐震 

補強 

年間 

利用者数 

老人 

いこいの家 

中部老人 

いこいの家 
1 棟 288.5 ㎡ 昭和 46 年 50 年 - 実施済 2,946 人 

西部老人 

いこいの家 
1 棟 64.7 ㎡ 昭和 50 年 46 年 - 不要 178 人 

南部老人 

いこいの家 
1 棟 64.7 ㎡ 昭和 51 年 45 年 - 不要 214 人 

柏井老人 

いこいの家 
1 棟 65.4 ㎡ 昭和 52 年 44 年 - 不要 12 人 

城前老人 

いこいの家 
1 棟 68.3 ㎡ 昭和 52 年 44 年 - 不要 611 人 

出屋敷老人 

いこいの家 
1 棟 120.5 ㎡ 昭和 63 年 33 年 - 不要 1,214 人 

旭台老人 

いこいの家 
1 棟 82.8 ㎡ 平成元年 32 年 - 不要 682 人 

瑞鳳老人 

いこいの家 
1 棟 178.0 ㎡ 平成 2 年 31 年 - 不要 1,768 人 

平子老人 

いこいの家 
1 棟 83.6 ㎡ 平成 2 年 31 年 - 不要 1,769 人 

城山老人 

いこいの家 
1 棟 723.4 ㎡ 昭和 55 年 41 年 - 不要 1,089 人 

中央通老人 

いこいの家 
1 棟 96.9 ㎡ 平成 4 年 29 年 - 不要 1,202 人 

井田老人 

いこいの家 
1 棟 71.2 ㎡ 平成 4 年 29 年 - 不要 614 人 

ともえ老人 

いこいの家 
1 棟 95.6 ㎡ 平成 6 年 27 年 - 不要 238 人 

地域 

集会所 

旭台集会所 1 棟 94.9 ㎡ 昭和 49 年 47 年 - 不要 5,600 人 

東山町集会所 1 棟 71.5 ㎡ 昭和 49 年 47 年 - 不要 400 人 

吉岡町集会所 1 棟 73.8 ㎡ 昭和 49 年 47 年 - 不要 180 人 

本地ケ原 

集会所 
1 棟 83.0 ㎡ 昭和 50 年 46 年 - 不要 200 人 

二反田集会所 1 棟 59.6 ㎡ 昭和 50 年 46 年 - 不要 40 人 

西山町集会所 1 棟 72.0 ㎡ 昭和 50 年 46 年 - 不要 50 人 

庄南町集会所 1 棟 72.0 ㎡ 昭和 50 年 46 年 - 不要 300 人 

光陽地域 

集会所 
1 棟 45.3 ㎡ 昭和 51 年 45 年 - 不要 130 人 

旭ケ丘集会所 1 棟 46.3 ㎡ 昭和 51 年 45 年 - 不要 1,522 人 
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集会施設（その３） 

用途 

小分類 
施設名称 棟数 延床面積 建築年度 

経過 

年数 
指定管理 

耐震 

補強 

年間 

利用者数 

地域 

集会所 

大塚町集会所 1 棟 72.0 ㎡ 昭和 51 年 45 年 - 不要 60 人 

東栄町集会所 1 棟 46.3 ㎡ 昭和 51 年 45 年 - 未実施 200 人 

大久手東 

集会所 
1 棟 49.7 ㎡ 昭和 51 年 45 年 - 不要 2,700 人 

旭前集会所 1 棟 86.6 ㎡ 昭和 52 年 44 年 - 不要 - 

向ケ丘集会所 1 棟 49.6 ㎡ 昭和 52 年 44 年 - 未実施 300 人 

上の山集会所 1 棟 55.2 ㎡ 昭和 53 年 43 年 - 不要 10 人 

向東集会所 1 棟 49.7 ㎡ 昭和 53 年 43 年 - 不要 60 人 

平子西集会所 1 棟 49.7 ㎡ 昭和 53 年 43 年 - 不要 100 人 

池上集会所 1 棟 49.6 ㎡ 昭和 54 年 42 年 - 不要 500 人 

東名西集会所 1 棟 49.6 ㎡ 昭和 54 年 42 年 - 不要 830 人 

根の鼻町 

集会所 
1 棟 97.7 ㎡ 昭和 55 年 41 年 - 不要 322 人 

長坂集会所 1 棟 50.5 ㎡ 昭和 55 年 41 年 - 不要 500 人 

長池上集会所 1 棟 48.0 ㎡ 昭和 55 年 41 年 - 不要 1,500 人 

大久手西 

集会所 
1 棟 51.3 ㎡ 昭和 55 年 41 年 - 不要 2,900 人 

平池集会所 1 棟 49.7 ㎡ 昭和 56 年 40 年 - 不要 60 人 

桜ケ丘集会所 1 棟 49.7 ㎡ 昭和 56 年 40 年 - 不要 425 人 

南原山中央 

集会所 
1 棟 50.5 ㎡ 昭和 56 年 40 年 - 不要 830 人 

稲葉集会所 1 棟 49.7 ㎡ 昭和 57 年 39 年 - 不要 0 人 

南新町集会所 1 棟 51.3 ㎡ 昭和 57 年 39 年 - 不要 300 人 

晴丘東集会所 1 棟 69.6 ㎡ 昭和 59 年 37 年 - 不要 300 人 

井田集会所 1 棟 71.2 ㎡ 昭和 59 年 37 年 - 不要 150 人 
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集会施設（その４） 

用途 

小分類 
施設名称 棟数 延床面積 建築年度 

経過 

年数 
指定管理 

耐震 

補強 

年間 

利用者数 

地域 

集会所 

狩宿新町集会所 1 棟 59.6 ㎡ 昭和 60 年 36 年 - 不要 500 人 

富丘集会所 1 棟 50.7 ㎡ 昭和 60 年 36 年 - 不要 0 人 

角田東三郷 

集会所 
1 棟 50.3 ㎡ 昭和 60 年 36 年 - 不要 20 人 

瀬戸川南集会所 1 棟 75.3 ㎡ 昭和 61 年 35 年 - 不要 22 人 

瀬戸川集会所 1 棟 98.5 ㎡ 昭和 61 年 35 年 - 不要 40 人 

下切戸集会所 1 棟 65.4 ㎡ 昭和 61 年 35 年 - 不要 70 人 

南栄町旭ケ丘 

集会所 
1 棟 64.6 ㎡ 昭和 61 年 35 年 - 不要 25 人 

いまいけ集会所 1 棟 66.3 ㎡ 昭和 62 年 34 年 - 不要 356 人 

中井田集会所 1 棟 83.2 ㎡ 昭和 62 年 34 年 - 不要 140 人 

井田町第２ 

集会所 
1 棟 71.2 ㎡ 昭和 62 年 34 年 - 不要 242 人 

井田町第３ 

集会所 
1 棟 68.7 ㎡ 昭和 62 年 34 年 - 不要 0 人 

井田町第４ 

集会所 
1 棟 65.4 ㎡ 昭和 62 年 34 年 - 不要 70 人 

三ツ池西集会所 1 棟 66.4 ㎡ 昭和 63 年 33 年 - 不要 150 人 

城山集会所 1 棟 66.3 ㎡ 昭和 63 年 33 年 - 不要 400 人 

南原山集会所 1 棟 66.5 ㎡ 平成元年 32 年 - 不要 3,000 人 

狩宿南集会所 1 棟 118.4 ㎡ 平成元年 32 年 - 不要 850 人 

北山集会所 1 棟 84.5 ㎡ 平成元年 32 年 - 不要 750 人 

西の野集会所 1 棟 74.5 ㎡ 平成 2 年 31 年 - 不要 500 人 

松ケ丘集会所 1 棟 82.0 ㎡ 平成 3 年 30 年 - 不要 1,000 人 

平子集会所 1 棟 104.3 ㎡ 平成 3 年 30 年 - 不要 192 人 

公園口集会所 1 棟 82.0 ㎡ 平成 3 年 30 年 - 不要 150 人 

西向集会所 1 棟 84.1 ㎡ 平成 4 年 29 年 - 不要 400 人 
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集会施設（その５） 

用途 

小分類 
施設名称 棟数 延床面積 建築年度 

経過 

年数 
指定管理 

耐震 

補強 

年間 

利用者数 

地域 

集会所 

新居集会所 1 棟 91.6 ㎡ 平成 4 年 29 年 - 不要 2,500 人 

北山 

ふれあいの家 
1 棟 86.1 ㎡ 平成 5 年 28 年 - 不要 241 人 

緑ケ丘集会所 1 棟 133.3 ㎡ 平成 5 年 28 年 - 不要 710 人 

柏井集会所 1 棟 106.8 ㎡ 平成 6 年 27 年 - 不要 400 人 

平子東集会所 1 棟 82.8 ㎡ 平成 6 年 27 年 - 不要 2,081 人 

藤池集会所 1 棟 90.1 ㎡ 平成 6 年 27 年 - 不要 240 人 

向陽台集会所 1 棟 64.8 ㎡ 平成 7 年 26 年 - 不要 121 人 

北原山北集会所 1 棟 99.8 ㎡ 平成 7 年 26 年 - 不要 10,000 人 

本地ケ原南 

集会所 
1 棟 90.7 ㎡ 平成 8 年 25 年 - 不要 500 人 

庄中集会所 1 棟 98.5 ㎡ 平成 9 年 24 年 - 不要 100 人 

庄中西部 

集会所 
1 棟 126.9 ㎡ 平成 12 年 21 年 - 不要 1,300 人 

一の井集会所 1 棟 82.6 ㎡ 平成 13 年 20 年 - 不要 150 人 

山の手集会所 1 棟 113.1 ㎡ 平成 13 年 20 年 - 不要 1,500 人 

東大道集会所 1 棟 89.1 ㎡ 平成 14 年 19 年 - 不要 300 人 

印場西集会所 1 棟 89.1 ㎡ 平成 15 年 18 年 - 不要 1,542 人 

卓ケ洞集会所 1 棟 105.3 ㎡ 平成 16 年 17 年 - 不要 150 人 

城前集会所 1 棟 99.0 ㎡ 平成 17 年 16 年 - 不要 1,500 人 

西大道公会堂 1 棟 88.8 ㎡ 平成 30 年 3 年 - 不要 144 人 

その他コミュ

ニティ施設 

多世代交流館 

いきいき 
1 棟 575.7 ㎡ 平成 25 年 7 年 - 不要 5,664 人 

山の手交流館 

いきいき 
1 棟 255.7 ㎡ 昭和 52 年 44 年 - 未実施 1,980 人 

城山コミュニティ 

センター 
1 棟 282.5 ㎡ 平成 26 年 7 年 

平成 27 年度

～ 
不要 4,707 人 
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９  市営住宅  
用途 

小分類 
施設名称 棟数 延床面積 建築年度 

経過 

年数 
指定管理 

耐震 

補強 

市営住宅 

柏井住宅 9 棟 1,651.6 ㎡ 
昭和 47 年 

～平成 11 年 

22 年 

～49 年 
- 不要 

旭ヶ丘住宅 6 棟 2,618.0 ㎡ 平成 13 年 20 年 - 不要 

愛宕住宅 3 棟 832.7 ㎡ 平成 15 年 18 年 - 不要 

 

10 その他施設  
用途 

小分類 
施設名称 棟数 延床面積 建築年度 

経過 

年数 
指定管理 

耐震 

補強 

その他 

施設 

地域消防防災 

施設ほんまる ※ 
1 棟 442.4 ㎡ 令和 2 年 1 年 - 不要 

旭平和墓園 2 棟 31.0 ㎡ 
平成 12 年 

～平成 15 年 

18 年 

～21 年 
- 不要 

城山ふれあい 

農園東屋 
2 棟 34.0 ㎡ 平成 7 年 26 年 - 不要 

尾張旭駅前広場

トイレ 
1 棟 46.0 ㎡ 平成 6 年 27 年  - 不要 

印場駅前広場 

トイレ 
1 棟 30.9 ㎡ 平成 7 年 26 年 - 不要 

旭前駅前広場 

トイレ 
1 棟 28.2 ㎡ 平成 30 年 3 年 - 不要 

市営バス 

ロータリー待合室 
1 棟 9.8 ㎡ 平成 22 年 11 年 - 不要 

北原山南集会所

代替倉庫 
1 棟 20.7 ㎡ 平成 23 年 10 年 - 不要 

狩宿集会所 

代替倉庫 
1 棟 9.3 ㎡ 平成 27 年 6 年 - 不要 

北山集会施設 3 棟 957.7 ㎡ 昭和 43 年 53 年 - 未実施 

旭前倉庫 1 棟 405.0 ㎡ 昭和 39 年 57 年 - 未実施 

旧名古屋市立 

保育短期大学 
13 棟 9,479.9 ㎡ 

昭和 40 年 

～昭和 61 年 

35 年 

～56 年 
- 未実施 

旧若松寮 17 棟 4,138.3 ㎡ 
昭和 41 年 

～昭和 62 年 

34 年 

～55 年 
- 未実施 

旧名古屋市立 

緑丘小・中学校 
13 棟 2,654.9 ㎡ 

昭和 41 年 

～平成元年 

32 年 

～55 年 
- 未実施 

旧名古屋市立 

給食センター 
1 棟 734.5 ㎡ 平成 4 年 29 年 - 不要 

   ※地域消防防災施設ほんまるは、令和３年（2021 年）３月 31 日時点では運用開始前のため暫定的にその他施設に分類していますが、 

運用開始後の令和３年（2021 年）６月１日からは消防防災施設に分類されることになります。 
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11 上水道（管路）及び上水道建築物  
用途 

小分類 
施設名称 棟数 延床面積 建築年度 

経過 

年数 
指定管理 

耐震 

補強 

上水道 

建築物 

上水道施設 

管理センター 
7 棟 493.0 ㎡ 

昭和 46 年 

～昭和 60 年 

36 年 

～50 年 
- 実施済 

水道資材倉庫 1 棟 225.0 ㎡ 昭和 49 年 47 年 - 未実施 

旭ケ丘配水場 2 棟 22.0 ㎡ 
昭和 46 年 

～平成 8 年 

25 年 

～50 年 
- 不要 

柏井配水場 1 棟 62.0 ㎡ 平成 6 年 27 年 - 不要 

南山調整池 1 棟 18.0 ㎡ 昭和 49 年 47 年 - 不要 

吉岡調整池 1 棟 32.0 ㎡ 昭和 51 年 45 年 - 実施済 

桜ヶ丘調整池 1 棟 36.0 ㎡ 昭和 59 年 37 年 - 不要 

維摩池緊急水源 1 棟 23.0 ㎡ 平成 10 年 23 年 - 不要 

 

12 下水道（管路）及び下水道建築物  
用途 

小分類 
施設名称 棟数 延床面積 建築年度 

経過 

年数 
指定管理 

耐震 

補強 

下水道 

建築物 

東部 

浄化センター 
6 棟 9,099.2 ㎡ 

昭和 60 年 

～平成 24 年 

9 年 

～36 年 
- 不要 

西部 

浄化センター 
3 棟 10,824.2 ㎡ 

平成 11 年 

～平成 30 年 

3 年 

～22 年 
- 不要 
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13 公園・広場等  

公園建築物（その１） 

用途 

小分類 
施設名称 棟数 延床面積 建築年度 

経過 

年数 
指定管理 

公園建築物 

城山公園  

建築物 
8 棟 182.2 ㎡ 

昭和 52 年 

～令和元年 

2 年 

～44 年 
- 

吉岡公園  

建築物 
1 棟 11.3 ㎡ 昭和 48 年 48 年 - 

東山公園  

建築物 
1 棟 11.3 ㎡ 昭和 48 年 48 年 - 

西山公園  

建築物 
1 棟 11.3 ㎡ 昭和 50 年 46 年 - 

庄南公園  

建築物 
1 棟 11.3 ㎡ 昭和 50 年 46 年 - 

大塚公園  

建築物 
2 棟 24.0 ㎡ 昭和 49 年 47 年 - 

旭台第１号 

公園 建築物 
1 棟 4.8 ㎡ 昭和 54 年 42 年 - 

旭台第２号 

公園 建築物 
1 棟 6.0 ㎡ 昭和 63 年 33 年 - 

旭台第３号 

公園 建築物 
1 棟 6.0 ㎡ 昭和 54 年 42 年 - 

東栄公園  

建築物 
1 棟 4.0 ㎡ 昭和 55 年 41 年 - 

八反田公園  

建築物 
2 棟 98.0 ㎡ 

昭和 56 年 

～昭和 58 年 

38 年 

～40 年 
- 

前の上公園  

建築物 
1 棟 13.0 ㎡ 昭和 58 年 38 年 - 

井田公園  

建築物 
1 棟 15.0 ㎡ 昭和 61 年 35 年 - 

本地ヶ原公園  

建築物 
3 棟 26.0 ㎡ 

平成元年 

～平成 5 年 

28 年 

～32 年 
- 

角田公園  

建築物 
1 棟 12.0 ㎡ 平成 5 年 28 年 - 

四門公園  

建築物 
1 棟 7.0 ㎡ 平成 5 年 28 年 - 

土井下公園  

建築物 
1 棟 12.0 ㎡ 平成 5 年 28 年 - 

山の神公園  

建築物 
1 棟 7.0 ㎡ 平成 5 年 28 年 - 

下川原公園  

建築物 
1 棟 4.0 ㎡ 平成 5 年 28 年 - 

北山公園  

建築物 
1 棟 3.0 ㎡ 平成 6 年 27 年 - 

狩宿新町第１号 

公園 建築物 
1 棟 4.0 ㎡ 平成 5 年 28 年 - 

大久手西公園  

建築物 
1 棟 5.0 ㎡ 平成 7 年 26 年 - 

出屋敷公園  

建築物 
1 棟 5.0 ㎡ 平成 8 年 25 年 - 
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公園建築物（その２） 

用途 

小分類 
施設名称 棟数 延床面積 建築年度 

経過 

年数 
指定管理 

公園建築物 

はんの木公園  

建築物 
1 棟 5.0 ㎡ 平成 8 年 25 年 - 

五反田公園  

建築物 
1 棟 6.9 ㎡ 平成 9 年 24 年 - 

大久手東公園  

建築物 
1 棟 5.0 ㎡ 平成 9 年 24 年 - 

西向公園  

建築物 
2 棟 15.9 ㎡ 平成 10 年 23 年 - 

石川公園  

建築物 
1 棟 5.7 ㎡ 平成 11 年 22 年 - 

柏井南公園  

建築物 
2 棟 14.2 ㎡ 

平成 11 年 

～平成 14 年 

19 年 

～22 年 
- 

東向公園  

建築物 
2 棟 14.1 ㎡ 

平成 11 年 

～平成 12 年 

 21 年 

～22 年 
- 

印場駅北公園  

建築物 
2 棟 15.1 ㎡ 平成 14 年 19 年 - 

二反田公園  

建築物 
2 棟 15.1 ㎡ 平成 14 年 19 年 - 

南島公園  

建築物 
2 棟 15.1 ㎡ 平成 14 年 19 年 - 

北島公園  

建築物 
2 棟 16.1 ㎡ 平成 15 年 18 年 - 

鳥居公園  

建築物 
2 棟 15.1 ㎡ 平成 15 年 18 年 - 

塚坪公園  

建築物 
2 棟 16.1 ㎡ 平成 15 年 18 年 - 

一里山公園  

建築物 
2 棟 15.2 ㎡ 

平成 15 年 

～平成 16 年 

17 年 

～18 年 
- 

越水公園  

建築物 
2 棟 15.2 ㎡ 

平成 15 年 

～平成 16 年 

17 年 

～18 年 
- 

渋川公園  

建築物 
2 棟 15.2 ㎡ 

平成 14 年 

～平成 15 年 

18 年 

～19 年 
- 

柏井北公園  

建築物 
2 棟 22.2 ㎡ 

平成 15 年 

～平成 17 年 

16 年 

～18 年 
- 

維摩池 

建築物 
3 棟 74.4 ㎡ 平成 16 年 17 年 - 

印場中央公園  

建築物 
2 棟 38.0 ㎡ 平成 18 年 15 年 - 

旭根の鼻公園  

建築物 
1 棟 9.0 ㎡ 平成 25 年 8 年 - 

茅池公園  

建築物 
2 棟 14.0 ㎡ 平成 26 年 7 年 - 

城前公園  

建築物 
2 棟 12.0 ㎡ 平成 26 年 7 年 - 

旭前公園  

建築物 
2 棟 14.5 ㎡ 平成 26 年 7 年 - 

旭前南公園  

建築物 
2 棟 21.0 ㎡ 平成 26 年 7 年 - 
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用途 

小分類 
施設名称 棟数 延床面積 建築年度 

経過 

年数 
指定管理 

公園建築物 

新池公園  

建築物 
1 棟 9.0 ㎡ 平成 22 年 11 年 - 

八瀬の木公園 

建築物 
２棟 14.5 ㎡ 平成 27 年 6 年 - 

西新田公園 

建築物 
２棟 14.5 ㎡ 平成 27 年 6 年 - 

砂川公園 

建築物 
２棟 14.5 ㎡ 平成 27 年 6 年 - 

新田洞公園 

建築物 
1 棟 5.5 ㎡ 平成 28 年 5 年 - 





 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

尾張旭市公共施設等総合管理計画 

平成２９年３月 策定 

令和 ４年３月 改訂 

尾張旭市総務部財政課 
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